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序     文 
 

 独立行政法人国際協力機構（JICA）はパラグアイ共和国の民間セクター開発分野に対する支援
として、2002年から2004年まで個別専門家として商工政策アドバイザーをパラグアイ共和国商工
省に派遣するとともに、2002年3月から2005年3月までパラグアイ工業連盟（UIP）を実施機関とし
て生産技術と企業経営管理技術の向上を目的とする技術協力プロジェクト「中小企業活性化のた

めの指導者育成計画」を実施しました。同国商工省・UIPは、それまでの協力・成果の拡大を図る
ために支援分野の拡充、プロジェクト成果を産業界に制度的・組織的・継続的に引き継いで発展

させていく機関として、中小企業へのコンサルティング活動と各種の研修・情報提供を柱とする

「パラグアイ品質生産性センター（CEPPROCAL）」の設立を決定しました。しかしながら、同国
は品質生産性センターの運営経験・ノウハウに欠けることから、経験・実績が豊富な我が国に支

援要請があり、これを受けてJICAは「品質生産性センター強化計画プロジェクト」（2007年1月～
2010年2月）を開始しました。 
 本プロジェクトでは、我が国の得意分野である5Sやカイゼン活動を通じた品質・生産管理につ
いて、同センターが中小企業を指導できるように専門家による技術移転を行っています。 
 今回、プロジェクトの成果がおおむね見え始めてきた時期を選んで、終了時評価を実施しまし

た。今回調査では、これまでの活動の実績を整理し、プロジェクト目標等の達成状況を確認した

うえで、自立発展性や成果の普及に留意しつつ、プロジェクト終了後に向けての提言をまとめる

ことを目的としました。 
 本報告書は、同調査の評価結果等を取りまとめたものです。調査団派遣にご協力頂いた我が国・

パラグアイ共和国双方の関係各位に深くお礼を申し上げるとともに、プロジェクト終了後も引き

続き最大限のご支援を頂けるようお願いする次第です。 
 
 平成21年12月 
 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発部長 米田 一弘 
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C/P Counterpart カウンターパート（協力相方） 

CEPPROCAL Centro Paraguayo de Productividad y Calidad 品質生産性センター 
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JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MIC Ministry of Industry and Commerce 商工省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

UIP Paraguayan Industrial Union パラグアイ工業連盟 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

 
 
 



 

評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：パラグアイ共和国 案件名：品質生産性センター強化計画プロジェクト  

分 野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発部中小企業課 協力金額（評価時点）：1億9,017万7,000円  

 先方関係機関：パラグアイ工業連盟（UIP）・商工省（MIC）

協力期間 日本側協力機関：  

 

(R/D): 2007/1/7～ 
 2010/2/28 
(延長): 
(F/U): 
(E/N)(無償) 

他の関連協力：商工政策アドバイザー（2002～2004）、中小
企業活性化のための指導者育成計画技術協力プロジェクト
（2002～2005）  

１－１ 協力の背景と概要 

 パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」）の中小企業（従業員数10～99人、約1,300社、主業
種は食品加工・化学薬品・繊維裁縫等）の占める割合がGDPの14％、総労働人口の17.8％であり、
経済開発において重要な役割を担っている。しかしながら、1995年の南米南部共同市場（メル
コスール）への加盟以降、自由貿易に対応し得る競争力は極めて低いのが現状である。 
 そのような状況下で、我が国が2000年に実施した経済開発調査（EDEP）の提言を踏まえて、
JICAはこれまでに「パラグアイ国中小企業活性化のための指導者育成計画」（2002～2005）を実
施した。MICとともにカウンターパート（C/P）機関であったUIPの企業向け研修コース実施体
制の強化を目的として、生産性向上・品質管理分野の研修カリキュラム等の整備、UIPの内部人
材、大学教授や個人コンサルタント等の外部有識者を研修指導員として育成した。 
 本プロジェクトは、上記「中小企業活性化のための指導者育成計画」の後継プロジェクトと

して位置づけられる。 
 具体的には、上記プロジェクトの成果を全パラグアイ産業界に制度的・組織的・継続的に引

き継ぎ発展させる機関としてUIP内部に2007年に新設された「パラグアイ品質生産性センター
(CEPPROCAL)」が、パラグアイにおける品質・生産性コンサルティングのモデル機関として確
立することを目標とする。 
 その内容は、CEPPROCALの組織強化及びコンサルティング・サービス能力強化を図るため、
期間は2007年1月から2010年2月の3年間、投入は日本人長期専門家、日本人及び第三国専門家の
派遣、本邦研修、機材供与を行い、専門家によりC/Pに対する講義・セミナー開催・企業実地研
修（OJT）を通じてコンサルティングの技術移転を行っている。 
 
１－２ 協力内容 
 （1）上位目標 

 パラグアイの産業、主に中小企業の競争力が、品質生産性センター（CEPPROCAL）によ
り提供されるコンサルティング・サービスを活用して強化される。 
 

 （2）プロジェクト目標 
 品質生産性に係るコンサルティング・サービス及び研修を提供するセンターとしての

CEPPROCALが組織として確立され、高品質のコンサルティング・サービスが提供される。



 

（3）成 果 
１ CEPPROCALの実施能力が強化される。 
２ CEPPROCALのコンサルティング・サービスが改善される。 
３ CEPPROCALのコンサルティング・サービスが地方に拡大される。 

 
 （4）投入（評価時点） 

日本側： 
長期専門家派遣 3名 
短期専門家派遣 延べ9名 
第三国短期専門家派遣 3名 
機材供与 
平成19年度 4億9,733万3,230グアラニー（Gs.） 
平成20年度 8,420万190Gs. 
平成21年度 2,284万Gs. 
合計 6億437万3,420Gs. 約1,124万8,000円(Gs.1,000=19円＠2009/12/11の参考レート) 

研修員受入れ 延べ21名 
 
相手国側： 

C/P配置  3名 
土地・施設提供 プロジェクト執務室等 
ローカルコスト負担 UIP支出予算（プロジェクト費用のみの区分は困難） 

２．評価調査団の概要 

調  査  者  団  長： 西本 光徳 JICA産業開発部  参事役  
協力企画1： 石塚 賢司 JICA産業開発部中小企業課  調査役  
協力企画2： 片山 典子 JICA産業開発部中小企業課  ジュニア専門員 
評価分析： 荒金  煉 ㈱グローバル企画  技術顧問  

調査期間  2009年11月10日～2009年11月23日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
＜プロジェクト目標＞ 

CEPPROCALが品質・生産性に関して質の高いコンサルティング・サービスと研修を提供する
役目を持ったセンターとして定着する。 

 
指標１．CEPPROCALの組織が強化される。 
（達成状況） 
 CEPPROCALの職務規定が見直され、責任分担が明確化された。またミッション、ビジョ
ン、価値観が明確にされている。 

指標２．CEPPROCALの職員数が維持、増加する。 
（達成状況） 
 人員が7名から12名に増員された。またC/P及び準C/Pは定着しており、スタッフの教育



 

も継続して実施されている。 
指標３．CEPPROCALの収入と支出が増加する。 
（達成状況） 
 2007年に比べて収入、支出ともに大幅に増加している。 

指標４．企業の中でCEPPROCALの知名度と認知度が増加する。 
（達成状況） 
 200社に対する知名度調査が行われ、CEPPROCALの知名度は3年間で大きく増加してお
り、2009年には6割を超えている。 

指標５．コンサルティング対象のモデル企業の25％以上においてコンサルティングの結果、
改善が認められるか、またはその可能性が期待される。 

（達成状況） 
品質・生産性分野： 回答のあった 13社中 10社（約 77％）で改善効果確認 
マーケティング・販売分野： 回答のあった 10社中 7社（70％）で改善効果確認 

指標６．CEPPROCALのコンサルティングを受けた企業の65％以上がその結果に満足する。 
（達成状況） 
 コンサルティングを受けた延べ40社に対する満足度調査を実施し、回答のあった24企
業のうち80％以上の満足度を示した企業数は19社であり、79％の企業が満足している。

 
＜各アウトプット＞ 
 アウトプット１：CEPPROCALの事業実施能力が強化される。 
指標 1-1）プロジェクト期間中に研修及びセミナーに参加する企業が10％増加する（新規の5％

以上も含む）。 
（達成状況） 
 第3章3-2で表に示すように、2009年は世界不況の影響を受けて参加企業数は減少して
いる。しかし、参加者数では2007年と2009年の実績を比較すると8.4％増となっており、
2009年末には10％を超える見込みである。 

指標 1-2）研修及びセミナーの参加者の65％以上が満足する。 
（達成状況） 
 研修及びセミナー満足度の調査結果では、3年連続して80％を超えている。 

指標 1-3）コンサルタントの倫理規定、給与規定及び労働基準が作成され、適用される。 
（達成状況） 
 倫理規定、給与規定及び労働基準は、コンサルタントとして活動している準C/Pと締結
する契約書式に記載されており、適用されている。 

指標 1-4）企業に対するコンサルティングのための新規コンサルタント育成のカリキュラム、
マニュアル、テキストが作成される。 

（達成状況） 
 分野別に作成したカリキュラムに基づいて、品質・生産性分野とマーケティング・販

売分野で合計1,885ページ、全14冊のテキスト・マニュアルが作成された。これらは、コ
ンサルタント育成のための集中講義及びコンサルティングに活用されている。 

指標 1-5）広報宣伝活動（リーフレット、ポスター、電話勧誘等）のための能力が確立する。



 

（達成状況） 
 パンフレット類、Website開設、UIP会報及び一般経済紙への投稿、新聞記事掲載、テ
レビ番組への出演、EXPOでの特設会場設置など多種類の媒体による多数の広報宣伝が行
われている。 

指標 1-6）ニーズ調査及びモニタリング調査が定期的に実施される（年1回）。 
（達成状況） 
 2007年、2008年、2009年に実施されている。 

指標 1-7）年度計画及び中期（3年）経営計画の策定能力が確立し、計画がUIPの理事会によっ
て承認される。 

（達成状況） 
 年度計画が作成されており、プロジェクト終了後の2010～2012年の中期計画を作成済
みで、UIP理事会に諮られ、総裁の承認を得ている。 

指標 1-8）研修コースが定期的に見直される（年1回）。 
（達成状況） 
 毎年見直されており、結果は翌年の研修コース計画作成に反映されている。 

 
 アウトプット２：CEPPROCALのコンサルティング・サービス能力が改善される。 
指標 2-1）16名の新規コンサルタントが育成される（集中研修を修了しそれぞれ5つのモデル

企業のコンサルティングに参加する）。 
（達成状況） 
 専門家による集中講義、最低5社での企業コンサルティングOJT、新規コンサルタント
育成指導、認定試験及び面接試験により、品質・生産性分野でC/P 1名と準C/P 8名、マー
ケティング・販売分野でC/P 1名と準C/P 8名の合計18名がコンサルタントとして育成され
ている。 

 
３－２ 評価結果の要約 
 （1）妥当性：本プロジェクトの妥当性は以下の理由により高いと評価される。 

パラグアイの国家計画としての「経済社会戦略計画（2008～2013）」の目標のひとつに、
市民社会と民間セクターの参加による経済開発の促進があげられており、またこれらの目
標を実現する柱のひとつとして市場拡大、雇用創出のための生産性と競争力強化があげら
れている。 
パラグアイはメルコスール支援案件対象国であり、日本政府の援助重点分野のひとつと

して持続的経済開発があげられ、JICAは上記の持続的経済開発の分野において産業振興を
開発課題のひとつとし、具体的には中小企業（地場産業）の経営能力向上等をめざすこと
としている。 

CEPPROCALはパラグアイで唯一の中小企業に対するコンサルティングと各種の研修・
情報提供を活動の柱とするセンターとして2007年に設立されたが、品質生産性センターと
しての運営経験・ノウハウに欠けているため、カイゼン・5S活動など他国からの評価も高
い経験・実績をもつ日本の協力を期待し、要請してきた経緯がある。また、パラグアイ政
府商工省は「中小企業の競争力強化」という政策目標の達成に向けて、政府機関でも民間
でも質のよいコンサルティング・サービス提供を行えるようなBusiness Development Service
（BDS）を育成しようとしており、今後CEPPROCALを輸出中小企業支援のためにコンサル



 

ティング・サービスを実施する機関として活用しようとしている。また、CEPPROCALは民
間団体であるUIPの一部門であるが、本プロジェクトの事前調査で運営体制や実施能力をそ
の他の政府機関と比較してそれらが高いと判断された結果に基づいて実施機関としてお
り、支援の実施には妥当性があると判断される。 
本プロジェクトのターゲットグループはCEPPROCAL職員とコンサルタント及び改善の

モデルとなる中小企業であるが、品質・生産性、マーケティング・販売の重要性の認識は
パラグアイ中小企業全体に波及していくことが期待される。CEPPROCALの組織を確立し、
中小企業振興分野の大きな課題として競争力強化に資するように品質・生産性分野と販
売・マーケティング分野を選定し、企業活動に適したサービスを提供できるように、専門
家派遣、研修等を組み合わせており、プロジェクトのアプローチは適切であった。 

 
 （2）有効性：本プロジェクトの有効性は以下の理由により高いと評価される。 

CEPPROCALの組織は強化され、また高品質のサービス提供が行われるようになり、プロ
ジェクト目標は達成される見込みである。具体的には、5次にわたる組織強化短期専門家の
指導により、組織・権限が明確となり、年次計画・中期計画が作成され、それに基づいて
業務を推進する体制が確立してきた。 
またコンサルティングの結果、対象企業において置き場や製造設備のレイアウト改善、

情報の整備と共有、市場分析と販売戦略など品質・生産性、販売・マーケティング両分野
において多くの面で効果があがっている。 

 
 （3）効率性：本プロジェクトの効率性は以下の理由により比較的高いと評価される。 

当初はコンサルティング・サービスの地方展開が計画され、目標のひとつとしてプロジ
ェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載されていた。対象都市に関するMICの要
望は工業集積度の高い地方都市エステであったが、JICAの安全対策にて立ち入りが規制さ
れているため、エンカルナシオンを選定した。しかしコンサルティングに適した企業が極
めて少なく、企業が閉鎖的であり、遠隔地であり、同市での展開を継続することは極めて
非効率と考え、PDMを改訂して地方展開を中止した。これらの調整により、効率性の低下
は妥当な範囲に収まった。 

2009年10月にMICからプロジェクトコーディネーターがCEPPROCALに半日勤務するよ
うになり、MICとCEPPROCALの方針のすり合わせが円滑になった。日常の専門家とC/Pの
緊密な連携に加え、毎週開催した作業委員会にCEPPROCALのゼネラルマネージャー（UIP
副総裁）が自ら出席するなど、日本とパラグアイ側のコミュニケーションは非常に良好で
ある。 

 
 （4）インパクト：本プロジェクトのインパクトは以下の理由により高いと評価される。 

コンサルティングを受けた企業においては、従業員の自発的な改善活動の萌芽がみられ
る。このような小さな変化の広がりが、パラグアイ社会に影響を与えていくことが期待さ
れる。 
なお、指標において「プロジェクトの成果が商工省を通じて普及される」とされている

が、プロジェクトに対してこれまで具体的な支援が得られなかったことは事実である。た
だし、ドナー資金を使った国の政策の実施において、CEPPROCALを活用するような連携の
仕組みが検討されていてMICの寄与が高まることが期待される。 
パラグアイの中小企業がCEPPROCALのコンサルティング・サービスを活用して強化され



 

るという上位目標は、プロジェクト目標である「品質・生産性に係る良好なコンサルティ
ング・サービスと研修を提供するセンターとしてのCEPPROCALの組織の確立」を達成して
数年後には到達するものとして設定されており、その実現が期待される。 

 
 （5）持続性：本プロジェクトの持続性は以下の理由により高いと評価される。 

プロジェクトによってCEPRROCALの組織が確立し、自己の活動に関連した様々な情報
を整理・分析し、次の計画に反映できるようになっている。既に専門家の援助なしに、将
来を見据えて後進のコンサルタントを育成する研修コースを運営し、研修コース高度化・
拡充も計画しており、事業の拡大に備えている。 
財政的にも、CEPPROCALは政府予算に依存せず、自立して活動できる独立採算制の財務

能力を有している。 
プロジェクト終了までに結ばれる予定のMICとCEPPROCALとの協定によって、

CEPPROCALを活用する方針が明確になり、今後中小企業支援政策に寄与する協力体制が構
築されることが期待される。 
ブラジル、アルゼンチン、コスタリカ、ウルグアイの関係機関との交流・提携の話し合

いが進められ、一部機関とは協定を締結した。国際的な視点をもった企業支援が容易にな
ることが期待される。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
・ 講義とOJTを組み合わせた指導方針、経験の深い日本人専門家による指導及びC/Pらの熱
意・創造性によるところが大きい。 

・ 組織強化に関して、業務計画書を作成することによって、CEPPROCALのなすべきことが明
確になり、自主的な取り組みが容易となった。 

・ 窓口機関をMIC、実施機関を民間組織のCEPPROCALにしたため、政策当局の責任者の頻繁
な交代の影響及び政府予算・法律等の制限を受けにくかった。 

・ 国の支援を受けずに自立を迫られているCEPPROCALの自立発展意識は極めて高い。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
 政策当局の責任者が頻繁に交代したため、CEPROCAL育成の方針に一貫性がなかった。 
 
３－５ 結 論 
本プロジェクトが総じて比較的高い評価を得た要因のひとつとして、効果的な技術移転が行

われたことがあげられる。講義形式で知識を伝授した後で、実際の企業におけるコンサルティ
ングの実践を通じてOJTを行うというコンサルタント育成スキームも、その実効性はコンサルテ
ィング先企業からも高く評価されている。 
本プロジェクトで確立をめざしているCEPPROCALの組織体制については、人員が増加され、

業務計画や中期計画が作成され、規定等の形式要件が整備され、組織体として確立されたとい
える状況にある。 

CEPPROCALが提供するコンサルティングや研修は、それらを受けた中小企業から高い評価を
得ており、既に質の高いサービス提供が行われているといえる。 
また本プロジェクトの特色として、以下の点があげられる。 
 

 



 

 （1）実施機関がUIPの一部門であるCEPPROCALという民間団体であったこと 
本プロジェクトの責任機関はMICであるが、専門家の配属先は民間団体であるUIPとなっ

たため、以下のメリットがあったと考えられる。 
① CEPPROCALは独立採算制であるため自立発展の必要性を自覚しており、生き残りの
ための事業展開に意欲的である 

② プロジェクトの広報宣伝活動が活発であり、上部機関UIPが業界団体であるためにそ
こからプロジェクトやコンサルティング・サービスの紹介も行われた 

③ 政府機関と異なり法的制限が少なく、手数料設定、研修等の時間設定など、民間企
業の状況や要請に合わせて柔軟な対応ができる 

④ 実施機関の基本方針、トップ人事などが政府予算や政治に左右されない 
 
 （2）準C/Pの存在がプラスに働いたこと 

中小企業支援活動に必要なコンサルタント数を確保するために、外部人材である準C/Pを
取り入れて活用する仕組みをプロジェクトで作り上げた。彼ら（コンサルタント専業者も
いる）は各自の仕事をもっており、CEPPROCALに常勤していないので財務的にも負担が少
なく、かつコンサルティングを行う期間だけ活動するので効率的でもある。 

 
 （3）パラグアイ側との良好なコミュニケーションが保たれたこと 

日常の専門家とC/Pとの緊密な連携に加え、毎週開催されている作業委員会に
CEPPROCALのゼネラルマネージャー（UIP副総裁）が自ら出席したり、MICの高官がプロ
ジェクトコーディネーターとして毎日CEPPROCALに半日勤務してプロジェクトとMICと
の間を取り持ったりするなどしており、コミュニケーションは非常に良好である。また長
期専門家3人ともにスペイン語で講義やコンサルティング指導が可能で、すべての業務をス
ペイン語で行えることが良好なコミュニケーションの要因のひとつとなっている。 

 
 （4）プロジェクトの詳細設計に専門家が参加できたこと 

本プロジェクトでは案件形成段階から長期専門家がプロジェクトデザイン策定にかかわ
ることができたため、その後の実施段階における活動が円滑化された。 

 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 （1）コンサルタント間の情報交換の場の設定 

C/P及び準C/P（コンサルタント）に対するアンケート調査やインタビューにて、コンサ
ルティング上の問題点や課題をお互いに話し合ったり、解決のアイデアを見つけたり、コ
ンサルティングに関する情報交換を目的とした場を設けているがそれを改善するとよいと
のコメントがあった。これはコンサルタントが互いの知見を交換してコンサルティングに
役立てることができ、CEPPROCALにとっても組織としてそれらの情報や解決方法を蓄積し
て将来のサービス提供を改善することが可能となるため、効果的と考えられる。よって定
期的なコンサルタント会合として開催頻度を増やすことを提言する。 

 

 （2）近隣諸国関係機関との協定 
CEPPROCALは既に近隣諸国の中小企業支援としてコンサルティング・サービスを提供し

ているブラジルのIBQPとは協力協定を締結し、コスタリカCEFOF、ウルグアイLATU、ア



 

ルゼンチンINTIとも締結すべく準備中である。この協定締結が単なる交流に終わらずに、
国際的な視点をもった企業支援が容易になることや、将来的には地域内で連携して中小企
業支援強化の一環となるよう、具体的な活動に結びつけるようにすることが重要である。

 
 （3）中小企業支援政策を担うMICの積極的な係わり合い 

現在、MICは輸出中小企業向けの支援としてCEPPROCALのコンサルティング・サービス
を活用すべくCEPPROCALと協定を締結しようとしている。 
今後はさらにプロジェクト成果やコンサルティングを受けた企業の満足度等を材料にし

て、中小企業向けコンサルティングの重要性をMICに認識させ、普及につながるように働
きかけていくことや、上述のような中小企業支援のための連携強化をMICに促すことが、
上位目標の達成の観点からも重要である。その意味で、CEPPROCALの活動の円滑化のため
の政府予算投入など、何らかの具体的な支援策の検討も重要である。 

 
３－７ 教 訓 
 （1）実施機関として、プロジェクト開始前に要請時の候補以外の機関も比較して制約の少な

い別の機関（民間団体）を選定したこと、既に企業研修の実績がある機関を選定したこと
が、成功につながった大きな要因のひとつである。 

 
 （2）特に効率性を考えて、外部人材である準C/P（普段は別に定職をもっていて、コンサルタ

ント専業で働く者もいる）をCEPPROCALに取り入れて活用する仕組みを作り上げたこと
が、スムーズなコンサルティング・サービスの展開につながっている。サービス提供その
ものはBDSの業務の一事項であり、官・民のどちらが供給者となってもよく、その国の状
況に合わせた成果の普及を検討することが重要である。 
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第１章 評価概要 
 
１－１ 終了時評価の目的 

 本プロジェクトは、パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」）商工省（MIC）及びパラグアイ工
業連盟（UIP）をカウンターパート（C/P）機関として、2007年1月より3年間の予定で実施されて
いる。 
 2010年2月の協力期間終了に向けてJICAは終了時評価調査団を派遣し、パラグアイ関係機関と合
同で本プロジェクトの目標達成度、成果等を確認・分析する。また評価5項目の観点から達成状況、
見込み等について評価を行い、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的としている。 
 また、本プロジェクトは 2010年 2月に終了が予定されているため、本終了時評価ではこれまで
の実績・実施プロセスの検証を行い、問題点の把握、改善を図るとともに、プロジェクト期間終

了後も C/P 機関によって事業の持続・発展が図られ、かつ本プロジェクトの上位目標が達成され
るよう、プロジェクト終了後の自立発展性、上位目標を達成するに十分なインパクトの生成につ

いて留意して評価し、教訓や提言も導出する。 
 
１－２ 評価の手法 
 １－２－１ 評価基準 

プロジェクト開始以降、現在までの実績（投入、アウトプット、プロジェクト目標達成見込

み等）の確認及び実施プロセス（活動、技術移転方法、実施体制、等）の検証に加え、「JICA事
業評価ガイドライン」に示された5項目評価に基づき、下記のような視点により終了時評価を実
施した。 

 
 （1）妥当性（Relevance） 

プロジェクトは、受益者のニーズと合致しているのか、パラグアイ及び日本の政策との整

合性はあるか、課題解決のための適切な手段と考えられるかを評価する。 
 

 （2）有効性（Effectiveness） 
プロジェクト実施（投入、アウトプット、活動実績、等）によるプロジェクト目標達成の

見込みはどうか、アウトプットはプロジェクト達成に十分かを評価する。 
 

 （3）効率性（Efficiency） 
プロジェクトの投入（投入の質、量、タイミング、等）とアウトプットを比較し、投入が

どのくらい効率的に使われているかを評価する。 
 

 （4）インパクト（Impact） 
プロジェクト目標達成による上位目標の達成予測、プロジェクト目標と上位目標の関係、

実施の結果としてもたらされる直接的、間接的効果（プラス効果とマイナス効果、長期的効

果、波及効果）を評価する。 
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 （5）自立発展性（Sustainability） 
プロジェクト終了後、プロジェクトにより達成された目標が持続・発展することで、どの

ように上位目標達成に貢献するか（すると見込まれるか）を評価する。 
 

 １－２－２ 情報収集・分析の方法 
 （1）情報収集・分析の方法 

本終了時評価では、関連資料に基づきこれまでの経緯を確認、5項目の評価項目ごとに明
らかにすべき事項を検討し、この結果を「収集対象資料リスト」と「質問票」に展開した。

質問票は大別して長期専門家、C/P、コンサルティング先企業の3種類を準備した。 
実際の評価にあたっては、各種記録による実績やプロセスの確認に加え、両国のプロジ

ェクト関係者に対する質問票に基づく個別インタビューにより、複数の視点から現状の背

後にある要因を探り、可能な限り中立的・客観的な評価を行うように努めた。 
 

 （2）評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 
評価の実施にあたっては、2008年11月に改訂し、パラグアイ側に同意されたPDM（西語

版とその日本語訳）を基に評価にあたった。 
 
１－３ 評価の視点 
本終了時評価対象である「パラグアイ品質生産性センター強化計画」プロジェクトは、日本の

品質・生産性向上技術を他国に移転することを目的に JICAによって各国で実施されてきたプロジ
ェクトのひとつとしてとらえられる。 
パラグアイに対する品質・生産性向上に関する JICA プロジェクトとしては、「中小企業活性化

のための指導者育成計画」がいわば第 1 フェーズとして経営管理・生産管理分野の研修事業の強
化が実施され、2005年 3月に終了している。本プロジェクトは、「品質・生産性、マーケティング・
販売に係るコンサルタント及びコンサルティング事業育成」を目的とした、いわば第 2 フェーズ
としてとらえられる。 
本プロジェクトを評価するにあたっては、通常の評価に加えて、組織としての品質生産性セン

ター（CEPPROCAL）の確立、本プロジェクトが UIPという民間団体を直接の C/P機関にしている
点、パラグアイ側の強い要望により協力の 3 本柱のひとつとして「組織強化」が含まれている点
を意識した。 
 
１－４ 調査団構成と調査日程 
 １－４－１ 調査団員構成 

担 当 氏 名 所 属 

団  長 西本 光徳 JICA産業開発部 参事役 

協力企画1 石塚 賢司 JICA産業開発部中小企業課 調査役 

協力企画2 片山 典子 JICA産業開発部中小企業課 ジュニア専門員 

評価分析 荒金  煉 ㈱グローバル企画 技術顧問 
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 １－４－２ 調査日程 
  2009年11月10日（月）～11月23日（月） 

詳細は付属資料1. 参照。 
 
１－５ 主要面談者・視察先  
品質生産性センター（CEPPROCAL）  

Mr. Oscar Ruis Project Manager、CEPPROCALマネージャー  
Ms. Jacqueline Heilbrunn 組織強化分野C/P 
Ms. Lorena Fernández 品質・生産性分野C/P 
Mr. Carlos Fariña マ－ケティング・販売分野C/P 
Ms. Monica Acevedo 準C/P、元民間企業勤務  
Ms. Marlene Benetiz 準C/P、清掃会社役員 
Mr. Gabriel Meza 準C/P、国立開発銀行勤務  
Ms. Maria Jose E. Lecero 準C/P、民間企業勤務 
 

パラグアイ工業連盟（UIP）  
Mr.Gustavo Volpe UIP総裁  
Mr. Luis Tavella General Project Manager、CEPPROCALゼネラルマネ

ージャー、UIP副総裁  
Mr. Christian Eulerich UIP理事  

 
商工省（MIC）  

Mr. Salvador Invernizzi Vice Minister of Industry 
Mr. Anibal Gimenez Kullak Project Coordinator, Office of Vice Minister for Industry 
 

コンサルティング対象中小企業  
Servicios Graficos Tenondete 印刷会社  
Industria Quimica Resplandor S.R.L. 洗剤製造会社  
Copel Papeleria 紙問屋  
Astillero Chaco Paraguyayo 造船会社  
 

日本人専門家  
土屋 茂機 リーダー/品質・生産性 
中嶋  修 マーケティング・販売 
矢口 宏一 業務調整  
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第２章 プロジェクトの概要 
 
パラグアイの中小企業（従業員数10～99人、約1,300社、主業種は食品加工・化学薬品・繊維裁

縫等）の占める割合がGDPの14％、総労働人口の17.8％であり、経済開発において重要な役割を担
っている。しかしながら、1995年の南米南部共同市場（メルコスール）への加盟以降、自由貿易
に対応し得る競争力は極めて低いのが現状である。 
そのような状況下で、我が国が2000年に実施した経済開発調査（EDEP）の提言を踏まえて、JICA

はこれまでに「パラグアイ国中小企業活性化のための指導者育成計画」（2002～2005）を実施した。
MICとともにC/P機関であったUIPの企業向け研修コース実施体制の強化を目的として、生産性向
上・品質管理分野の研修カリキュラム等の整備、UIPの内部人材、大学教授や個人コンサルタント
等の外部有識者を研修指導員として育成した。当該プロジェクトでは延べ46研修コースを実施し
て約1,000人が受講し、12人が研修指導員として育成された（そのうち5人が本プロジェクトにてイ
ンストラクターとして活躍中）。また研修コースの内容は、それまでは接客・電話対応等のビジネ

スマナーの基礎を教えるものであったが、全研修コースの約9割が生産性向上・経営改善に関する
研修に変更される等、UIPのみならずパラグアイ産業界に大きなインパクトをもたらした。 
本プロジェクトは、上記「中小企業活性化のための指導者育成計画」の後継プロジェクトとし

て位置づけられる。 
具体的には、上記プロジェクトの成果を全パラグアイ産業界に制度的・組織的・継続的に引き

継ぎ発展させる機関としてUIP内部に2007年に新設された「パラグアイ品質生産性センター
（CEPPROCAL）」が、パラグアイにおける品質・生産性コンサルティングのモデル機関として確
立することを目標とする。 
その内容は、CEPPROCALの組織強化及びコンサルティング・サービス能力強化を図るため、期

間は2007年1月から2010年2月の3年間、投入は日本人長期専門家、日本人及び第三国専門家の派遣、
本邦研修、機材供与を行い、専門家によりC/Pに対する講義・セミナー開催・企業実地研修（OJT）
を通じてコンサルティングの技術移転を行っている。 
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第３章 プロジェクト実績確認 
 
３－１ 投 入 
＜日本側＞ 
○日本人長期専門家に関しては、下記のように計画どおりの投入が行われている。 
土屋 茂機 リーダー/品質・生産性 2007年1月7日～派遣中 
中嶋 修 マーケティング・販売 2007年5月13日～派遣中 
矢口 宏一 業務調整 2007年3月31日～派遣中 

 
○日本人短期専門家に関しては、組織強化担当の短期専門家と、コンサルタント育成及び公開

セミナーを担当する個別分野の短期専門家に分けられ、延べ9名が派遣された。なお、短期専
門家として3名の第三国専門家をアルゼンチンより派遣した。（付属資料3. 参照） 

 
○日本でのC/P研修は年度ごとに3回実施し、C/Pと準C/P計14名が参加した。また、5つの地域別
研修に準C/P 7名が参加した。（添付資料3. 参照） 

 
○供与機材は年度ごとに供与し、主内容はコピー機、パソコン一式、教室用機材一式、車両1台、
研修用ビデオカメラ、研修用書籍であり、総計6億437万3,420Gs.（約1,125万6,900円）であった。
（付属資料4. 参照） 

 
○現地業務費の現時点での総計は、3億3,365万963Gs.（約621万4,495円）である。（付属資料3. 参
照） 

 
＜パラグアイ側＞ 
○人員投入（付属資料3. 参照） 

MIC プロジェクトダイレクター 工業次官 
 プロジェクトコーディネーター 工業次官官房 

UIP ゼネラルプロジェクトマネージャー UIP副総裁 
CEPPROCAL プロジェクトマネージャー CEPPROCAL所長 

 C/P CEPPROCAL所員3名 
 事務担当 CEPPROCAL所員8名 
 
○施 設 

C/P、事務職員及び専門家のための事務所スペース及び業務に必要な設備（UIP本部のほかに
別館があり、CEPPROCALは別館に入居。またUIPにはサンロレンソ支所がある。） 

 
○経 費 

CEPPROCALの運営に必要な人件費、施設・設備・機材の維持管理費、車両燃料費、光熱費、
通信費、消耗品費 
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３－２ 成果の達成状況 
成果１．CEPPROCALの事業実施能力が強化される。 
指標 1-1）プロジェクト期間中に研修及びセミナーに参加する企業が10％増加する（新規の5％

以上も含む）。 
（達成状況） 
 表に示すように、2009年は世界不況の影響を受けて参加企業数は減少している。しかし、
参加者数では2007年と2009年の実績を比較すると8.4％増となっており、2009年末には10％
を超える見込みである。 
 

 2007年 2008年 2009年 
参加企業数 332 306 183 
 プロジェクト期間中の増加率 -44.9％ 
うち新規参加した企業数  208 125 
研修参加者数 2,155 4,418 2,337 
 プロジェクト期間中の増加率 8.4％ 

 注）2009年は10月までの実績 

 
指標 1-2）研修及びセミナーの参加者の65％以上が満足する。 
（達成状況） 
 研修及びセミナー満足度の調査結果では、3年連続して80％を超えている。 
 

 2007年 2008年 2009年 計・平均 
対象研修講座数 100 173 136 409 
満足度（％） 85 84 83 84 

 
指標 1-3）コンサルタントの倫理規定、給与規定及び労働基準が作成され、適用される。 
（達成状況） 
 倫理規定、給与規定及び労働基準は、コンサルタントとして活動している準C/Pと締結す
る契約書式に記載されており、適用されている。（付属資料12. 参照） 

 
指標 1-4）企業に対するコンサルティングのための新規コンサルタント育成のカリキュラム、マ

ニュアル、テキストが作成される。 
（達成状況） 
 分野別に作成したカリキュラムに基づいて、品質・生産性分野とマーケティング・販売

分野で合計1,885ページ、全14冊のテキスト・マニュアルが作成された。これらは、コンサ
ルタント育成のための集中講義及びコンサルティングに活用されている。（付属資料11. 参
照） 

 
指標 1-5）広報宣伝活動（リーフレット、ポスター、電話勧誘等）のための能力が確立する。 
（達成状況） 
 パンフレット類、Website開設、UIP会報及び一般経済紙への投稿、新聞記事掲載、テレビ
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番組への出演、EXPOでの特設会場設置など多種類の媒体による多数の広報宣伝が行われて
いる。（付属資料8. 参照） 

 
指標 1-6）ニーズ調査及びモニタリング調査が定期的に実施される（年1回）。 
（達成状況） 
 2007年、2008年、2009年に実施されている。 

 
指標 1-7）年度計画及び中期（3年）経営計画の策定能力が確立し、計画がUIPの理事会によっ

て承認される。 
（達成状況） 
 年度計画が作成されており、プロジェクト終了後の2010～2012年の中期計画を作成済み
で、UIP理事会に諮られ、総裁の承認を得ている。 

 
指標 1-8）研修コースが定期的に見直される（年1回）。 
（達成状況） 
 毎年見直されており、結果は翌年の研修コース計画作成に反映されている。 

 
成果２．CEPPROCALのコンサルティング・サービス能力が改善される。 
指標 2-1）16名の新規コンサルタントが育成される（集中研修を修了しそれぞれ5つのモデル企

業のコンサルティングに参加する）。 
（達成状況） 
 専門家による集中講義、最低5社での企業コンサルティングOJT、新規コンサルタント育
成指導、認定試験及び面接試験により、品質・生産性分野でC/P 1名と準C/P 8名、マーケテ
ィング・販売分野でC/P 1名と準C/P 8名の合計18名がコンサルタントとして育成されている。 

 
３－３ プロジェクト目標達成状況 
プロジェクト目標： 
 CEPPROCALが品質・生産性に関して質の高いコンサルティング・サービスと研修を提供する役
目を持ったセンターとして定着する。 
 
指標１．CEPPROCALの組織が強化される。 
（達成状況） 
 CEPPROCALの職務規定が見直され、責任分担が明確化された。またミッション、ビジョ
ン、価値観が明確にされている。（付属資料14. 参照） 

 
指標２．CEPPROCALの職員数が維持、増加する。 
（達成状況） 
 人員が7名から12名に増員された。またC/P及び準C/Pは定着しており、スタッフの教育も
継続して実施されている。（付属資料5. 参照） 
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指標３．CEPPROCALの収入と支出が増加する。 
（達成状況） 
 2007年に比べて収入、支出ともに大幅に増加している。 
 

 単位：百万Gs. 

 2007年 2008年 2009年 
収入 450 1,397 907 
支出 206 1,381 590 
利益 244 556 316 

 注）2009年10月現在 

 
指標４．企業の中でCEPPROCALの知名度と認知度が増加する。 
（達成状況） 
 200社に対する知名度調査が行われ、CEPPROCALの知名度は3年間で大きく増加しており、
2009年には6割を超えている。 
 

 知っている＋名前は知っている 
2007年  9.4％ 
2008年 55.2％ 
2009年 61.7％ 

 
指標５．コンサルティング対象のモデル企業の25％以上においてコンサルティングの結果、改

善が認められるか、またはその可能性が期待される。 
（達成状況） 
品質・生産性分野：回答のあった13社中10社（約77％）で改善効果確認 
マーケティング・販売分野：回答のあった10社中7社（70％）で改善効果確認 

 
指標６．CEPPROCALのコンサルティングを受けた企業の65％以上がその結果に満足する。 
（達成状況） 
 コンサルティングを受けた延べ40社に対する満足度調査を実施し、回答のあった24企業
のうち80％以上の満足度を示した企業数は19社であり、79％の企業が満足している。 

 
３－４ 上位目標達成の見込み 
上位目標： 
パラグアイの産業、特に中小企業の競争力がCOPPROCALのコンサルティング・サービスの活用

によって強化される。 
    
指標 プロジェクトの成果がMICを通じてパラグアイの産業界に広められる。 
（現状） 
 MICが中小企業の競争力強化支援策として実施する「中小零細企業向け支援制度」及び
輸出産業振興機関と、CEPPROCALが提供する各種サービスとの連携を図ってプロジェクト
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成果が普及されるよう、プロジェクト期間中にMICとCEPPROCALが協定を結ぶ予定である。 
 このほかにもCEPPROCALは、研修コースについて大学や教育省の認定取得を準備中であ
り、隣国の類似機関がパラグアイ国内で行う研修への協力関係構築を進めるなど、幅広く

積極的に活動を行っている。 
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第４章 実施プロセスの検証 
 
４－１ プロジェクト活動 
 （1）組織能力強化 

 組織能力強化については、短期専門家がこれまで5回派遣された（4回目はアルゼンチン人
第三国専門家）。初回は短期専門家による組織診断が実施され、組織整備に関する報告書が提

出された。2回目には、前回の診断で明らかになった課題の改善状況確認が行われた。また、
中期的経営計画策定とその運用手順を説明、市場分析等に必要な情報収集を指示した。3回目
は、C/Pと協働しつつ2010年2月までの業務計画を策定した。4回目はアルゼンチン人第三国専
門家による組織診断・助言、5回目は中期実施計画（2010～2012）作成が指導された。 
これらの業務の結果、業務計画に加え、規定類等が整備され、組織体としての形式要件が

整備されて、CEPPROCALのなすべきことが明確化されて自主的な取り組みが容易となった。 
 
 （2）コンサルティング事業の確立とコンサルタント育成 

 コンサルタントの育成業務は計画どおり実施され、集中講義及びモデル企業におけるコン

サルティング実習を通じて品質・生産性分野でC/P 1名と準C/P 8名、マーケティング･販売分
野でC/P 1名と準C/P 8名の合計18名がコンサルタントとして育成されている。 
 プロジェクトで実施している延べ40社に対するコンサルティングの成果が他の中小企業に
知られたり、広報活動やセミナーでの情報提供、上部機関のUIPによって紹介されたりするこ
とにより、コンサルティングを受けたいとする企業からの引き合いが増えている。 

 
 （3）セミナーの実施 

 品質・生産性向上とマーケティング・販売に関する知識の一般への啓発のため、長期専門

家、短期専門家及びC/Pが公開セミナーを約20回開催している。同セミナーには相当数の外部
参加者もあった。（付属資料3. 参照） 

 
４－２ プロジェクトのマネージメント体制 
 これまでに、下記のとおり5回の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）が開催さ
れている。 
  2007年6月、2007年12月、2008年6月、2008年12月、2009年6月、2010年2月（予定） 
 また、プロジェクト開始当初のPDMでは、半年ごとのJCCでは調整の機会として不十分ではない
かという理由で、この間に運営委員会（Steering Committee）が計画され、2007年3月と2007年9月
に開催された。運営委員会については、第2回JCCにおいて第3回以降は開催を中止することが合意
された。 
 またJICA事務所によるモニタリングのために日本人長期専門家が毎年3月と9月に事務所報告を
行っていることに加え、作業委員会が毎週1回開催されており、ここにはCEPPROCAL内のC/P全員、
MIC代表、日本人専門家、JICA事務所代表が参加して、業務実施レベルの調整が行われているこ
とから継続して開催する必要性が少ないためである。 
 



－11－ 

第５章 評価5項目による評価 
 
 評価5項目の観点から、「高い」、「比較的高い」、「普通」、「比較的低い」、「低い」の5段階による
評価を行った。 
 
５－１ 妥当性 
 妥当性は「高い」と評価される。 
 パラグアイの国家計画としての「経済社会戦略計画（2008～2013）」に掲げた4つの目標のひと
つに、市民社会と民間セクターの参加による経済開発の促進があげられており、またこれらの目

標を実現する柱のひとつとして市場拡大、雇用創出のための生産性と競争力強化があげられてい

る。またパラグアイはメルコスール支援案件対象国であり、日本政府の援助重点分野のひとつと

して持続的経済開発があげられている。JICAは上記の持続的経済開発の分野において産業振興を
開発課題のひとつとし、具体的には中小企業（地場産業）の経営能力向上等をめざすこととして

いる。 
 2005年3月に終了した「中小企業活性化のための指導者育成プロジェクト」の成果をパラグアイ
産業界に制度的・組織的・継続的に引き継ぎ発展させる機関として、UIPの一部門としてこの調査
対象プロジェクトの実施機関であるCEPPROCALが設立された。MICはCEPPROCALを、中小企業
支援政策を実施する機関として位置づけている。CEPPROCALの強化は、このように国家計画・方
針に対する整合性がある。 
 CEPPROCALはパラグアイで唯一の中小企業に対するコンサルティングと各種の研修・情報提供
を活動の柱とするセンターとして2007年に設立されたが、品質生産性センターとしての運営経
験・ノウハウに欠けているため、カイゼン・5S活動など他国からの評価も高い経験・実績をもつ
日本の協力を期待し、要請してきた経緯がある。また、パラグアイ政府商工省は「中小企業の競

争力強化」という政策目標の達成に向けて、政府機関でも民間でも質のよいコンサルティング・

サービス提供を行えるようなBusiness Development Service（BDS）を育成しようとしており、今後
CEPPROCALを輸出中小企業支援のためにコンサルティング・サービスを実施する機関として活用
しようとしている。また、CEPPROCALは民間団体であるUIPの一部門であるが、本プロジェクト
の事前調査で運営体制や実施能力をその他の政府機関と比較してそれらが高いと判断された結果

に基づいて実施機関としており、支援の実施には妥当性があると判断される。 
 本プロジェクトのターゲットグループはCEPPROCAL職員とコンサルタント及び改善のモデル
となる中小企業であるが、品質・生産性、マーケティング・販売の重要性の認識はパラグアイ中

小企業全体に波及していくことが期待される。CEPPROCALの組織を確立し、中小企業振興分野の
大きな課題として競争力強化に資するように品質・生産性分野と販売・マーケティング分野を選

定し、企業活動に適したサービスを提供できるように、専門家派遣、研修等を組み合わせており、

プロジェクトのアプローチは適切であった。 
 
５－２ 有効性 
 有効性は「高い」と評価される。 
 CEPPROCALの組織は強化され、また高品質のサービス提供が行われるようになり、プロジェク
ト目標は達成される見込みである。具体的には、5次にわたる組織強化短期専門家の指導により、
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組織・権限が明確となり、年次計画・中期計画が作成され、それに基づいて業務を推進する体制

が確立してきた。研修、コンサルティング担当部門とも少数精鋭の組織であり、必要に応じて外

部人材を活用する仕組みとなっている。また次のコンサルタントを育成するコースが開設され、

大学との連携などの新規人材育成の動きがみられる。人員の定着についてMICのプロジェクト関係
者など一部に交代はあったが、それ以外のC/Pの変更はない。また初期の脱落及びPDM改訂による
地方の準C/Pの除外はあったが、企業実地研修（OJT）以降は完全に定着している。 
 またコンサルティングの結果、対象企業において置き場や製造設備のレイアウト改善、情報の

整備と共有、市場分析と販売戦略など品質・生産性、販売・マーケティング両分野において多く

の面で効果があがっている。これら改善の効果で従業員が自信をもち、彼ら自らが新しい改善に

取り組んでいる事例も随所にみられた。将来的にはコンサルタントの質を確保するために、認定

試験及び面接試験を行う予定である。企業経営者自身がその経験を講演し、またテレビに出演す

るなど、コンサルティングを受けた企業がよい評価をしてくれていることが形になって現れてい

る。 
 プロジェクト目標達成の要因としては、講義と実地研修を組み合わせた指導方針、経験の深い

日本人専門家による指導及びC/Pらの熱意・創造性によるところが大きい。また組織強化に関して、
業務計画を作成することによってCEPPROCALのなすべきことが明確になり、自主的な取り組みが
容易となったこと、窓口機関をMIC、実施機関を民間組織のUIPにしたため、政策当局の責任者の
頻繁な交代の影響及び政府予算・法律等の制限を受けにくかったこと、国の支援を受けずに自立

を迫られているCEPPROCALの自立発展意識は極めて高いことがあげられる。 
 
５－３ 効率性 
 効率性は「比較的高い」ものと評価される。 
 PR100の終了により企業の経済的負担軽減措置がなくなったこと、またMIC担当次官の度重なる
交代のため方針の一貫性が欠如したことなどにより、当初はコンサルティング対象企業獲得に苦

心した。営業担当C/Pらの努力によって次第にコンサルティングの成果が中小企業に認められ、ま
たコンサルティングを受けやすい支払い方式（コンサルティングフィーの分割払い方式）などが

導入された。特に成功事例の広報に努力し、セミナー、テレビ出演などでコンサルティングを受

けて改善された中小企業が自ら成功体験を紹介して認識を高めたことが効果的であった。これま

でプロジェクトに対して政府からの具体的な支援が得られなかったが、その後のCEPPROCAL自身
の努力によって、目標を達成する見込みとなった。 
 当初はコンサルティング・サービスの地方展開が計画され、目標のひとつとしてPDMに記載さ
れていた。対象都市に関するMICの要望は工業集積度の高い地方都市エステであったが、JICAの
安全対策にて立ち入りが規制されているため、エンカルナシオンを選定した。しかしコンサルテ

ィングに適した企業が極めて少なく、企業が閉鎖的であり、遠隔地であり、同市での展開を継続

することは極めて非効率と考え、PDMを改訂して地方展開を中止した。これらの調整により、効
率性の低下は妥当な範囲に収まった。 
 投入に関してはパラグアイ側、日本側の双方から特に問題は提起されておらず、適切な投入が

行われていると判断される。CEPPROCALの実施能力強化に関するアウトプットは次の点を除き、
達成される見込みである。世界不況の影響を受けて、研修・セミナーの参加企業数は2009年に大
きく減少している。しかし参加者数では、2007年と2009年の実績を比較すると、10月末時点で8.4％
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増であり、2009年末には10％を超える見込みである。品質・生産性で9名、マーケティング・販売
で9名、合計18名のコンサルタントが育成された。集中講義の後、これらコンサルタントは最低5
社の企業コンサルティングの実地研修を受けた。プロジェクト終了までに、すべての人員に対す

る実地研修が修了する予定である。また新規コンサルタント育成講座をC/P、準C/Pの手で運営す
るなど、質的にかなりの向上がみられる。 
 2009年10月にMICからプロジェクトコーディネーターがCEPPROCALに半日勤務するようにな
り、MICとCEPPROCALの方針のすり合わせが円滑になった。日常の専門家とC/Pの緊密な連携に
加え、毎週開催した作業委員会にCEPPROCALのゼネラルマネージャー（UIP副総裁）が自ら出席
するなど、日本とパラグアイ側のコミュニケーションは非常に良好である。 
 
５－４ インパクト 
 インパクトは「高い」ものと予測され、既に部分的に発現しつつある。 
 コンサルティングを受けた企業においては、従業員の自発的な改善活動の萌芽がみられる。こ

のような小さな変化の広がりが、パラグアイ社会に影響を与えていくことが期待される。

CEPPROCALの活動とその成果に対する企業の認識は徐々に高まりつつある。国の年間行事である
“EXPO”や“工業の日”などでの優良事例の発表、テレビ出演などは評判を呼び、コンサルティ
ングに対する関心が高まり、コンサルティングを希望する企業も増加している。CEPPROCAL自体
が研修やコンサルティングを計画できる水準まで能力が向上してきており、それらに関して企業

の満足度は高いものがある。 
 なお、指標において「プロジェクトの成果が商工省を通じて普及される」とされているが、プ

ロジェクトに対してこれまで具体的な支援が得られなかったことは事実である。ただし、ドナー

資金を使った国の政策の実施において、CEPPROCALを活用するような連携の仕組みが検討されて
いてMICの寄与が高まることが期待される。 
 パラグアイの中小企業がCEPPROCALのコンサルティング・サービスを活用して強化されるとい
う上位目標は、プロジェクト目標である「品質・生産性に係る良好なコンサルティング・サービ

スと研修を提供するセンターとしてのCEPPROCALの組織の確立」を達成して数年後には到達する
ものとして設定されており、その実現が期待される。 
 またパラグアイの中小企業の品質・生産性向上に資するように、UIPとCEPPROCALがパラグア
イ品質賞の表彰制度を準備中である。 
 そしてコンサルタント育成や研修に関して、私立カトリック大学と提携して2010年5月からコン
サルタント育成コースを開講できるよう準備中で、またコンサルティング育成コースが教育省の

ディプロマ・コースとして認可されるよう検討中である。 
 
５－５ 自立発展性 
 自立発展性は「高い」ものと見込まれる。 
 プロジェクトによってCEPRROCALの組織が確立し、自己の活動に関連した様々な情報を整理・
分析し、次の計画に反映できるようになっている。既に専門家の援助なしに、将来を見据えて後

進のコンサルタントを育成する研修コースを運営し、研修コース高度化・拡充も計画しており、

事業の拡大に備えている。運営審議会の設立など、組織の脆弱な部分の強化についても対策を立

てている。業務の変動への対応は、コンサルタントを外部要員として活用できるため容易であり、
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また、マニュアル・テキストや記録を整備して、人材が異動しても質を落とさないで業務を遂行

できるような仕組みを確立している。そして技術移転された手法をコンサルティングに有効活用

するのみならず、新規コンサルタントの育成においても伝授しており、確実な手法の定着が進ん

でいる。 
 財政的にも、CEPPROCALは政府予算に依存せず、自立して活動できる独立採算制の財務能力を
有している。 
 コンサルティングを受けた企業からやCEPPROCALの情報発信などによって、コンサルティング
に対する認知度が高まり、またCEPPROCALへの評価が高くなっており、事業のますますの発展に
つながると期待される。 
 プロジェクト終了までに結ばれる予定のMICとCEPPROCALとの協定によって、CEPPROCALを
活用する方針が明確になり、今後中小企業支援政策に寄与する協力体制が構築されることが期待

される。 
 ブラジル、アルゼンチン、コスタリカ、ウルグアイの関係機関との交流・提携の話し合いが進

められ、一部機関とは協定を締結した。国際的な視点をもった企業支援が容易になることが期待

される。 
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第６章 結論・提言及び教訓 
 
６－１ 結 論 
 本プロジェクトが総じて比較的高い評価を得た要因のひとつとして、効果的な技術移転が行わ

れたことがあげられる。講義形式で知識を伝授した後で、実際の企業におけるコンサルティング

の実践を通じてOJTを行うというコンサルタント育成スキームも、その実効性はCEPPROCAL関係
者のみならずコンサルティング先企業からも高く評価されている。 
 本プロジェクトで確立をめざしているCEPPROCALの組織体制については、人員が増加され、業
務計画や中期計画が作成され、規定等の形式要件が整備され、組織体として確立されたといえる

状況にある。 
 CEPPROCALが提供するコンサルティングや研修は、それらを受けた中小企業から高い評価を得
ており、既に質の高いサービス提供が行われているといえる。 
また本プロジェクトの特色として、以下の点があげられる。 

 
 （1）実施機関がUIPの一部門であるCEPPROCALという民間団体であったこと 

本プロジェクトの責任機関はMICであるが、専門家の配属先は民間団体であるUIPとなった
ため、以下のメリットがあったと考えられる。 
① CEPPROCALは独立採算制であるため自立発展の必要性を自覚しており、生き残りのた
めの事業展開に意欲的である 

② プロジェクトの広報宣伝活動が活発であり、上部機関UIPが業界団体であるためにそこ
からプロジェクトやコンサルティング・サービスの紹介も行われた 

③ 政府機関と異なり法的制限が少なく、手数料設定、研修等の時間設定など、民間企業

の状況や要請に合わせて柔軟な対応ができる 
④ 実施機関の基本方針、トップ人事などが政府予算や政治に左右されない 

 
 （2）準C/Pの存在がプラスに働いたこと 

 中小企業支援活動に必要なコンサルタント数を確保するために、外部人材である準C/Pを取
り入れて活用する仕組みをプロジェクトで作り上げた。コンサルティングを学ぶ高い目的意

識をもった人材を選別してCEPPROCALが契約を結んでいる。彼ら（コンサルタント専業者も
いる）は各自の仕事をもっており、CEPPROCALに常勤していないので財務的にも負担が少な
く、かつコンサルティングを行う期間だけ活動するので効率的でもある。 

 
 （3）パラグアイ側との良好なコミュニケーションが保たれたこと 

 日常の専門家とC/Pとの緊密な連携に加え、毎週開催されている作業委員会にCEPPROCAL
のゼネラルマネージャー（UIP副総裁）が自ら出席したり、MICの高官がプロジェクトコーデ
ィネーターとして毎日CEPPROCALに半日勤務してプロジェクトとMICとの間を取り持った
りするなどしており、コミュニケーションは非常に良好である。また長期専門家3人ともにス
ペイン語で講義やコンサルティング指導が可能で、すべての業務をスペイン語で行えること

が良好なコミュニケーションの要因のひとつとなっている。このような良好なコミュニケー

ションをベースにして、人間関係も非常に良好であることがインタビューやアンケート調査
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等で分かった。 
 
 （4）プロジェクトの詳細設計に専門家が参加できたこと 

 本プロジェクトでは案件形成段階から長期専門家がプロジェクトデザイン策定にかかわる

ことができたため、その後の実施段階における活動が円滑化された。 
 
６－２ 提 言 
 ６－２－１ コンサルタント間の情報交換の場の設定 
 C/P及び準C/P（コンサルタント）に対するアンケート調査やインタビューにて、コンサルテ
ィング上の問題点や課題をお互いに話し合ったり、解決のアイデアを見つけたり、コンサルテ

ィングに関する情報交換を目的とした場を設けているが、それを改善するとよいとのコメント

があった。これはコンサルタントが互いの知見を交換してコンサルティングに役立てることが

でき、CEPPROCALにとっても組織としてそれらの情報や解決方法を蓄積して将来のサービス提
供を改善することが可能となるため、効果的と考えられる。よって定期的なコンサルタント会

合として開催頻度を増やすことを提言する。 
 

 ６－２－２ 近隣諸国関係機関との協定 
 CEPPROCALは既に近隣諸国の中小企業支援としてコンサルティング・サービスを提供してい
るブラジルのIBQPとは協力協定を締結し、コスタリカCEFOF、ウルグアイLATU、アルゼンチン
INTIとも締結すべく準備中である。この協定締結が単なる交流に終わらずに、国際的な視点を
もった企業支援が容易になることや、将来的には地域内で連携して中小企業支援強化の一環と

なるよう、具体的な活動に結びつけるようにすることが重要である。 
 
 ６－２－３ 中小企業支援政策を担うMICの積極的な係わり合い 
 現在、MICは政策目標である「中小企業の競争力強化」の達成のための活動の一環として、輸
出中小企業向けの支援としてCEPPROCALのコンサルティング・サービスを活用すべく
CEPPROCALと協定を締結しようとしている。 
 今後はさらにプロジェクト成果やコンサルティングを受けた企業の満足度等を材料にして、

中小企業向けコンサルティングの重要性をMICに認識させ、普及につながるように働きかけてい
くことや、上述のような中小企業支援のための連携強化をMICに促すことが、上位目標の達成の
観点からも重要である。その意味で、CEPPROCALの活動の円滑化のための政府予算投入など、
何らかの具体的な支援策の検討も重要である。 

 
６－３ 教 訓 
（1）実施機関として、プロジェクト開始前に要請時の候補以外の機関も比較して制約の少ない
別の機関（民間団体）を選定したこと、既に企業研修の実績がある機関を選定したことが、

成功につながった大きな要因のひとつである。 
 
（2）特に効率性を考えて、外部人材である準C/P（普段は別に定職をもっていて、コンサルタン
ト専業で働く者もいる）をCEPPROCALに取り入れて活用する仕組みを作り上げたことが、ス
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ムーズなコンサルティング・サービスの展開につながっている。サービス提供そのものは

Business Development Service（BDS）の業務の一事項であり、官・民のどちらが供給者となっ
てもよく、その国の状況に合わせた成果の普及を検討することが重要である。 
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第７章 団長所感 
 
（1）本プロジェクトによって、中小企業育成の強力な手段を実用化 
 パラグアイの産業政策において、産業構造の大半を占める中小企業による市場拡大・雇用創

出への期待は大きい。そのなかでも、当面の最大関心事項のひとつは競争力強化による輸入代

替の促進であるが、国内製品と輸入品の品質に差があるとの認識から、品質・生産性の向上は

喫緊の課題である。 
 しかし、中小企業が限られた資源によって自力のみで向上を図るのは困難であり、より効率

的・効果的な活動方法の指導を行う機関の確立が、円滑な政策実施のうえで望まれていた。

CEPPROCALは、政府機関ではないが、このような役割を担える非営利機関として期待が大き
くかけられた組織である。 
 今回の終了時評価を通じ、CEPPROCALが、それ自身の努力と本プロジェクトによる技術移
転によって、有効な中小企業支援が行える水準まで到達し、プロジェクト目標を達成できる見

込みであることを確信した。 
 業務を通じた実際の経験の蓄積はまだ少ないものの、専門家によれば、知識としてはパラグ

アイ中小企業の品質生産性分野支援に必要なものは移転されたとのことである。 
 すなわち、パラグアイの中小企業育成にとって強力な手段が新たに実用化されたということ

ができる。この点を広く認識してもらえるよう、パラグアイの中小企業はもちろん、それらの

需要業界、金融機関、関係政府機関等までを意識して、積極的な広報活動の継続が大切と考える。 
 
（2）CEPPROCALの組織力と自立的発展性 
 CEPPROCALは、企業に対して5S、カイゼン等の訓練・指導を行う機関であるが、同時に、
業務に必要な内部規則の整備等を行って組織を確立したことにより、活動の現状を整理・分析

し次年度計画等に活用するという、いわば自ら品質管理サイクルを回しながら事業を実施する

ことができる運営体制を整えた組織となった。 
 今回移転された技術の基本的な考え方は今後とも長く使えるものであるが、企業をとりまく

環境の変化、企業自体の発展等に応じて、CEPPROCALが提供する支援サービスも、発展、高
度化させていくことが必要になるかもしれない。 
 このため、今後のコンサルティングや研修等の活動を通じて、本プロジェクトで移転された

品質・生産性管理手法をCEPPROCAL自身に応用することによって、改善提案、企業の要望、
不満等をフィードバックし、中小企業に適したよりよい研修・コンサルティング・サービスが

将来にわたって提供されることを期待する。 
 
（3）MICとの関係強化 
 中小企業の発展においては、企業自身がもつ資源が限られるため、外部資源をうまく利用す

ることが効率的である。その際、今回のプロジェクトが対象とした、品質・生産性に関する支

援だけでなく、財務的、法的など他の分野の資源と一緒に活用することが、より効果的である

場合もある。 
 このため、CEPPROCALの能力を生かして総合的な支援ができるよう、MICによる政策にお
いて更なる緊密な連携が期待される。 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 

２．終了時評価インタビュー者リスト 

３．実績確認表 

４．供与機材リスト 

５．CEPPROCAL組織図 

６．CEPPROCAL人員リスト 

７．商工省人員リスト 

８．広報宣伝 

９．ミニッツ（PDM）及びファイナル・エバリュエーション・レポート 

10．評価グリッド 

11．教材写真 

12．コンサルタント契約書 

13．商工省とUIPの協定 

14．CEPPROCALのミッション、ビジョン、価値観 

 



１．調査日程

時間 西本団長・総括 石塚･協力企画① 片山･協力企画② 荒金コンサルタント・評価分析

1 11/8 日 成田発　11：20　JL006

サンパウロ着　6：45
サンパウロ発　9：10　JJ8035
アスンシオン着　10：10

JICAパラグアイ事務所表敬･打合せ

3 11/10 火 専門家から聴取

4 11/11 水 CEPPROCALのC/Pから聴取

5 11/12 木 C/P、準C/P、UIPから聴取

6 11/13 金
CEPPROCAL支援中小企業から聴取
（午前1社、午後1社）

7 11/14 土 資料整理

8 11/15 日 資料整理

8:30

10:00

14:00

8:30

14:00

17:00

8:30

14:00

8:30

13:30 評価グリッド･評価報告書作成（日本語版）、M/M案作成(英語版、西語版)

14:30 JICA事務所報告

16:00

14 11/21 土

15 11/22 日

9:00

11:00

15:00 空港へ出発

17 11/24 火

18 11/25 水

11/18

CEPPROCAL支援中小企業から聴取
MIC表敬･説明

評価グリッド･評価報告書作成

CEPPROCAL支援対象中小企業（造船業）視察

M/M案(英語版、西語版)・評価報告書（日本語版･西語版）の最終確認

16

月

13

2

10

12

9

11

11/20

現地調査報告書作成

11/19

11/23

パラグアイ事務所打合せ

月

金

水

木

月

現地調査報告書作成

成田発　11：35　JL010
シカゴ着  8：00　シカゴ発 10：35　AA2050
マイアミ着 14：45　マイアミ発　20：30　AA909

成田着　16：20

JFK着　06：10
JFK発　12：00　JL005

評価グリッド･評価報告書作成（日本語版）

UIP表敬･説明

終了時評価報告会開催、M/M署名（＠UIP）

日本大使館報告

アスンシオン発　18：00　PZ712
サンパウロ着　21：00
サンパウロ発　23：35　AA950

合同評価委員会開催〔M/M（案）協議（英語版、西語版）、評価報告書（日本語版、西語版）の内容確認〕

評価グリッド･評価報告書作成（日本語版）

パラグアイCEPPROCAL強化計画　終了時評価日程

日付

火11/17

合同評価委員会開催（MIC、STP、UIPから選出された委員に終了時評価の趣旨説明）

11/16

ブエノスアイレス着　7：15　ブエノスアイレス発  9：10  AR1260
アスンシオン着 11：05

プロジェクト専門家との協議

11/9
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Time
Leader,

Mr.Nishimoto

Cooperation
Planning,

Mr.Ishizuka

Cooperation
Planning,

Ms.Katayama
Analysis Consultant, Mr.Arakane

1 11/8 Sun Dep.NRT　11：20　JL006

Arr.GRU　6：45
Dep.GRU  9：10　JJ8035
Arr.ASU　10：10

Meeting at JICA Office

3 11/10 Tue Interview with Experts

4 11/11 Wed Interview with C/P

5 11/12 Thu Interview with C/P, semi C/P, UIP

6 11/13 Fri
Site visit to SME
（2 companies）

7 11/14 Sat Document compiling

8 11/15 Sun Document compiling

8:30

10:00

14:00

8:30

14:00

17:00

8:30

14:00

8:30

13:30 Making the Evaluation Grid and the Report (Japanese version), Draft of M/M

14:30

16:00

14 11/21 Sat

15 11/22 Sun

9:00

11:00

15:00

17 11/24 Tue

18 11/25 Wed

Arr.JFK　06：10
Dep.JFK　12：00　JL005

Arr.NRT　16：20

Report to JICA office

Departure to the Airport

Making report

16 11/23 Mon

Final confirmation of the M/M, Joint Evaluation Report

Joint Evaluation Committee, Signing of M/M＠UIP

Dep.ASU　18：00　PZ712
Arr.GRU　21：00
Dep.GRU　23：35　AA950

13 11/20 Fri

Joint Evaluation Committee（Consultation of the draft M/M, confirmation with the member on Joint Evaluation
Report）

Report to the Embassy of Japan

12 11/19 Thu
Making the Evaluation Grid and the Report (Japanese version)

Joint Evaluation Committee（Explanation to the members from MIC、STP、UIP）

Making the Evaluation Grid and the Report (Japanese version)

Courtesy Call and Explanation of the Terminal Evaluation to UIP

11 11/18 Wed
Making the Evaluation Grid and the Report (Japanese version)

Site visit to Ship Making Company

2 11/9 Mon

Dep.NRT　11：35　JL010
Arr.ORD 8：00　Dep.ORD 10：35　AA2050
Arr.MIA 14：45　Dep.MIA　20：30　AA909

Arr.BUE　7：15　Dep.BUE  9：10 AR1260
Arr.ASU 11：05

9 11/16 Mon

パラグアイCEPPROCAL強化計画　終了時評価日程

Date

CEPPROCAL支援中小企業から聴取

Making report

Meeting at JICA office

Courtesy Call and Explanation of the Terminal Evaluation to MIC

Meeting with the experts

10 11/17 Tue
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２．終了時評価インタビュー者リスト 
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終了時評価調査インタビュー者リスト 

１） CEPPROCAL 

氏 名 担当（役職、所属） 

Mr. Oscar Ruis Project Manager、CEPPROCAL マネージャー 

Ms. Jacqueline Heilbrunn 組織強化分野 C/P 

Ms. Lorena Fernández 品質・生産性分野 C/P 

Mr. Carlos Fariña マ－ケティング・販売分野 C/P 

Ms. Monica Acevedo 準 C/P、元民間企業勤務 

Ms. Marlene Benetiz 準 C/P、清掃会社役員 

Mr. Gabriel Meza 準 C/P、国立開発銀行勤務 

Ms. Maria Jose E. Lecero 準 C/P、民間企業勤務 

 

２） UIP 

氏 名 担当（役職、所属） 

Mr. Gustavo Volpe UIP 総裁 

Mr. Luis Tavella General Project Manager、CEPPROCAL ゼネラルマネー

ジャー、UIP 副総裁 

Mr. Christian Eulerich UIP 理事 

 

３） MIC 

氏 名 担当（役職、所属） 

Mr. Salvador Invernizzi Vice Minister of Industry 

Mr. Anibal Gimenez Kullak Project Coordinator, Office of Vice Minister for Industry

 

４） コンサルティング対象中小企業 

企業名 業 種 

Servicios Graficos Tenondete 印刷会社 

Industria Quimica Resplandor S.R.L. 洗剤製造会社 

Copel Papeleria 紙問屋 

Astillero Chaco Paraguyayo 造船会社 

 
５） 日本人専門家 

氏 名 担 当 

土屋  茂機 リーダー/品質・生産性 

中嶋  修 マーケティング･販売 

矢口  宏一 業務調整 
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パラグアイ品質生産性センター（CEPPROCAL）強化計画プロジェクト 
実績の確認 
 
プロジェクト目標：CEPPROCALが品質･生産性に関して質の高いコンサルティング･サービ

スと研修を提供する役割を持ったセンターとして定着する。 
指標 実績 

１． CEPPROCAL の組織が
強化される。 

CEPPROCALの職務規定が見直され、責任分担が明確化
された。またミッション、ビジョン、価値観を明確にさ

れている。 
２． CEPPROCAL の職員数
が維持、増加する。 

人員が 7 名から 12 名に増員された。また C/P および準
C/P は定着しており、スタッフの教育も継続して実施さ
れている。 

３． CEPPROCAL の収益が
増加する。 

2008年は研修事業で大きな受注があったため、収入、利
益とも突出している。世界不況にもかかわらず 2009年は
2007年と比較して収益は増加している。 

単位：百万 Gs 
年 2007 2008 2009 
収入 450 1,397 907 
支出 206 1,381 590 
利益 244 556 316 

注）2009年は 10月末現在 
４． 企業の中でCEPPROCAL
の知名度と認知度が増加する。 
 
 
 
 

200社での調査の結果、知名度は大幅に増加した。 
調査年 知っている＋名前は知っている 
2007年 9.4％ 
2008年 55.2％ 
2009年 61.7％  

５． 25％以上のコンサルティ
ングモデル企業においてコンサ

ルティングの成果として改善が

達成または期待される。 
 
 

70～77％の企業で改善の効果が確認された。 

コンサルティング分野
調査 
企業数

改善効果 
確認企業 

割合

％ 
品質･生産性 13 10 77 
マーケティング･販売 10 7 70  

６． CEPPROCAL のコンサ
ルティング・サービスを受けた

企業の 65％以上がサービスに
満足する。 

満足度調査に回答のあった企業の 79％が満足している。
調査 
企業数 

回答 
企業数 

満足度 80％以上の 
企業数 

割合 
％ 

40 24 19 79  

３．実績確認表 
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投入―日本側 
１．長期専門家 

氏名 分野 派遣時期 
土屋 茂機 リーダー/品質･生産性 2007.1.7.～派遣中 
中嶋 修 マーケティング･販売 2007.5.13.～派遣中 
矢口 宏一 業務調整 2007.3.31.～派遣中 

 
２．短期専門家 

氏名 分野 派遣時期 
本田 勝士 生産計画･工程管理 2007.8.11～2007.8.27 
高橋 広人 組織強化 2007.9.29～2007.10.14 

2008.3.1～2008.3.22 
2008.8.31～2008.9.28. 
2009.7.26.～2009.8.23. 

山本 俊夫  市場調査および顧客満足 2008.2.14.～2008.3.22. 
市川 明彦 電子商取引 2008.5.31.～2008.6.15. 
植田 浩之 食品工業品質管理 2008.7.12.～2008.7.27. 
山長 昌彦 企業管理 2008.10.1.～2008.10.28. 

 （第三国短期専門家） 
氏名 分野 派遣時期 

Raul Castano 組織強化  2009.4.15.～2009.5.1 
Carlos Hayek  在庫管理、工業原価管理 2009.7.26.～2009.8.7. 
Pablo Dregger ロジスティクス 2009.10.11.～2009.10.22. 

 
３．カウンターパート本邦研修 
実施期間：2007.10.12.～11.4. 

参加者氏名 職位・区分 
Anibal Gimenes 商工省工業次官 
Luis Tavella パラグアイ工業連盟（UIP）副総裁 
Natalie Bordas パラグアイ品質生産性センター（CEPPROCAL）プロジェ

クト･マネージャー 
Jacqueline Heilbrunn CEPPROCALカウンターパート（組織強化） 
Lorena Fernandez CEPPROCALカウンターパート（品質･生産管理） 
Carlos Farina CEPPROCALカウンターパート（マーケティング･販売） 
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実施期間：2009.1.13.～2.09. 

参加者氏名 職位・区分 
Ada Lezcano 商工省 
Sara Acosta 準カウンターパート 
Naida Godoy 準カウンターパート 
Antonio Ruben 準カウンターパート 

 
実施期間：. 2009.6.27.～7.27. 

参加者氏名 職位・区分 
Monica Acevedo 準カウンターパート 
Marlene Benitez 準カウンターパート 
Maria Jose 準カウンターパート 
Fatima Morinigo 準カウンターパート 

 
地域別研修（中南米地域起業･新規事業研修） 

期間 参加者氏名 区分 
Rafael Herrera  準カウンターパート 2008.10.13.～12.13. 
Gabriel Meza 準カウンターパート 

2009.10.12.～12.12. Vivian Saldivar 準カウンターパート 
地域別研修（南米地域中小企業･地場産業活性化） 

期間 参加者氏名 区分 
2009.3.2.～3.29. Lilian Bernal  準カウンターパート 

Myriam Lezcano 準カウンターパート 2009.8.3.～8.29. 
Sandra Ruffinelli 準カウンターパート 

地域別研修（南米地域生産性向上実践技術） 
期間 参加者氏名 区分 

2009.10.12. ～

2010.2.13. 
Enrique Cantero 準カウンターパート 

 
４．資機材 
 主な内容：コピー機、パソコン一式、教室用機材一式、車両 1 台、研修用ビデオカメラ、
研修用書籍          総額 604,373,420Gs 
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５．ローカルコスト支援 
 現地業務費の執行状況 単位：Gs 
費用項目 ＼  年度 平成 18 平成 19 平成 20 計 

航空賃    7,719,200 7,719,200 

旅費（航空賃以外） 988,000 2,445,780 27,537,296 30,971,076 

業務契約（ローカルコ

ンサルタント 
  15,576,000 21,920,800 37,496,800 

謝金報酬   27,249,225 31,671,979 58,921,204 

会議費   3,748,200 3,500,000 7,248,200 

一般業務費 2,462,000 99,247,787 97,272,896 198,982,683 

合計 3,450,000 148,293,992 181,906,971 333,650,963  

 
 
投入―パラグアイ側 
１．施設およびインフラ 
 カウンターパート、事務職員および専門家のための事務所スペースと研修スペースおよ

び業務に必要な設備が提供･維持されている。 
 
２．カウンターパートおよび準カウンターパートと事務職員 

プロジェクト･ダイレクター 
 Salvador Invernizzi Otazu 

1名 工業次官 商工省（MIC） 

プロジェクト･コーディネーター

 Anibal Gimenez 
1名 工業次官官房 

ゼネラル･マネージャー 
 Luis Tavella 

1名 パラグアイ工業連盟

副総裁 
マネージャー 
 Oscar Ruis 

1名 CEPPROCAL 

カウンターパート 
 Jacqueline Heilbrunn 
 Lorena Fernandez 
 Carlos Farina 

3名 CEPPROCAL 
（組織強化分野） 
（品質･生産性分野） 
（マーケティング･販

売分野） 
事務職員     （氏名省略） 8名 CEPPROCAL 

CEPPROCAL 

準カウンターパート（氏名省略） 16名  
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３．資機材の供給と維持 
カウンターパート、事務職員および専門家のための事務所スペースと業務に必要な設備

が投入されている。これらが適切にメンテナンスされていることが確認されている。 
 
４．ローカルコスト 
人件費、施設･設備･機材の維持管理費、車両燃料費、光熱費、通信費、消耗品費が投入

されている。最近ではカウンターパートの事務所が個室から大部屋式に改装された。 
 
５．プロジェクトに必要な予算 
 予算は特に把握していないが、プロジェクト関連も含む CEPPROCALの収支の実績は以
下のとおり健全である。 
 単位：百万 Gs 

 
2007年 2008年 

2009年 
（10月まで） 

収入 450 1,937 907 
支出 206 1,381 590 
利益 244 556 316  

 
 
CEPPROCALの組織強化に関する活動とその成果 
成果１．CEPPROCALの事業実施能力が強化される。 

活動と成果の指標 実績 

活動 1 組織、予算、人材、民
間部門のサービスニーズ等

CEPPROCAL の基本要素を診
断および分析する。 

5 回にわたる組織強化分野での短期専門家派遣により実
施された。そのうちの１回は南米の事情を周知した専門

家を、との CEPPROCAL 要望によりアルゼンチン人専
門家による診断・分析が実施された。具体的な指導内容

は以下のとおりである。 
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 時期 期間 専門家 指導内容 

第 1回 2007年 10月 2週間 高橋 CEPPROCALの診断･助言 

第 2回 2008年 3月 3週間 高橋 実施計画作成のための課題検討 

第 3回 2008年 9月 4週間 高橋 
短期実施計画作成（2008 年～
2009年） 

第 4回 2009年 4月 2週間 Raul Castano 第三国人専門家による診断･助言

第 5回 2009年 8月 4週間 高橋 
中期実施計画作成（2010 年～
2012年）  

活動 2 短期および中期の実施
計画を策定し、具体的な活動を

決定する。 

5度目の短期専門家指導において、2009年の実施計画の
見直しと 2010～2012 年の中期計画が作成され、UIP 総
裁の承認が得られた。中期計画の概要は次表のとおりで

ある。 
2009年年次計画と 2010～2012年中期計画 

年 2009  2010  2011  2012  

研修･セミナー数 133 148 162 182 
コンサルティング数 *19 30 36 40 
技術支援数 ― 15 17 18 
コンサルタント数 4 21 21 33 
収入    （百万 Gs） 1,305 1,753 1,893 2,014 
支出    （百万 Gs） 1,132 1,530 1,595 1,654 
利益    （百万 Gs） 173 223 298 360 

 *) 2009年のコンサルティング数 19のうち、本プロジェクトで規定されたものは 12
活動 3  組織強化のため、
CEPPROCAL 職員を訓練し能
力を開発する。 

CEPPROCAL が実施する研修にスタッフを参加させて
いる。これとは別に UIP全員を対象とする社内教育を今
までに合計 9回実施している。 

指標 1 プロジェクト期間中に
研修およびセミナーに参加する

企業が 10％増加する（新規の
5％以上も含む）。 

表に示すように、2009年は世界不況の影響を受けて参加
企業数は減少している。しかし、2007年と 2009年の参
加者数の実績を比較すると、10 月末で 8.4％増であり、
年末には 10％を超える見込みである。 
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研修実施年 2007 2008 2009 対 2007年 
2007年に参加していた企業数 98 58 ― 
当該年に新規参加した企業数 208 125 ― 
当該年の合計参加企業数 332 306 183 -45% 
研修参加者数 2,155 4,418 2,337 +8.4% 

 注）2009年は 10月までの実績 
指標 2 研修およびセミナーの
参加者の 65％以上が満足する。 

満足度の調査結果：満足度は 83～85％であった。 
調査年 2007 2008 2009  計・平均
対象研修講座数 100 173 136 409
満足度（％） 85 84 83 84 

指標 3 コンサルタントの倫理
規定、給与規定および労働基準

が作成され、適用される。 

コンサルティング 1件ごとに CEPPROCALと準 C/Pと
の間でコンサルタント契約が交わされる。この契約には

コンサルタントの倫理規定、給与規定および労働基準の

すべてが含まれ、適用されている。 
指標 4 企業に対するコンサル
ティングのための新規コンサル

タント育成のカリキュラム、マ

ニュアル、テキストが作成され

る。 

品質･生産性分野とマーケティング･販売分野の両分野別

に作成されたカリキュラムに基づいて、合計 1,885 ペー
ジ、全 14 冊のテキスト･マニュアルが作成された。これ
らは、コンサルタント育成のための集中講義とコンサル

ティングに活用されている。 
指標 5 広報宣伝活動（リーフ
レット、ポスター、電話勧誘等）

のための能力が確立する。 

パンフレット類、Website 開設、UIP 会報および一般経
済紙への投稿、新聞記事掲載、テレビ番組への出演、

EXPO での特設会場設置など多種類の媒体による多様な
広報宣伝活動がなされている。 

指標 6 ニーズ調査およびモニ
タリング調査が定期的に実施さ

れる（年 1回）。 

2007、2008および 2009年に実施されている。 

指標 7 年度計画および中期（3
年）経営計画の策定能力が確立

し、計画が UIPの理事会によっ
て承認される。 

年度計画が作成されており、プロジェクト終了後の 2010
～2012年の中期計画は作成済みで、UIP総裁の承認が得
られている（活動 2の実績表参照）。 

指標 8 研修コースが定期的に
見直される（年 1回）。 

毎年見直されており、結果は翌年の研修コース計画作成

に反映されている。 
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CEPPROCALのコンサルティング能力向上に関する活動とその成果 
成果２．CEPPROCALのコンサルティング･サービス能力が改善される。 

活動と成果の指標 実績 

活動 1 「品質と生産性」およ
び「マーケティングと販売」の

分野においてコンサルタント育

成のための研修コースを設定す

る。 

2007年にC/Pおよび準C/Pに対して日本人専門家が行う
コンサルタント育成のための研修コースが設定された。

なお、2009年には、C/Pおよび準 C/Pが新人コンサルタ
ントを育成するための研修コースが C/P 自らによって設
定された。 

活動 2 アスンシオンおよびセ
ントラル県においてコンサルタ

ントを育成するために「品質と

生産性」および「マーケティン

グと販売」の分野で研修コース

を実施する。 

活動 1で設定されたコンサルタント育成のため C/Pおよ
び準 C/P を対象の研修コースに基づき、日本人専門家が
中心となって 2007年に研修が実施された。研修の実績詳
細は別表１に示すとおりで、「品質と生産性」コースは延

べ 152時間、「マーケティングと販売」コースは延べ 114
時間にわたっている。 
なお、2009年には、活動 1に付記した新人コンサルタン
トを育成するための研修コースに基づいて、C/P および
準 C/P 自らによって外部参加者を対象に研修コースが実
施されている。 

活動 3 アスンシオンおよびセ
ントラル県においてコンサルテ

ィングモデル企業を選定する。 

現在までに品質生産性分野で 20社、マーケティング・販
売分野で 21 社のコンサルティングモデル企業が選定さ
れた（ただし、一部の企業は両分野にまたがっているの

で、合計は 41 社とはならない）。コンサルティングモデ
ル企業の概要は別表２に示すとおりである。 

活動 4 アスンシオンおよびセ
ントラル県のコンサルティング

での OJTにより、カウンターパ
ートと準カウンターパートの

「品質と生産性」および「マー

ケティングと販売」の分野にお

けるコンサルティング能力を強

化する。 

活動 3 で選定したモデル企業に対するコンサルティング
を通じて、C/P および準 C/P を実地で指導することによ
り、コンサルティング能力が強化された。活動 3 の別表
（別表 2）に示すように、1企業に対するコンサルティン
グの期間は短いもので 4 ヵ月、長いもので 8ヵ月を要し
ており、標準的には 6ヵ月である。初めの 2ヵ月は診断
活動、あとの 4ヵ月は特定テーマに関する支援･指導活動
である。 

指標 1 16名の新規コンサルタ
ントが育成される（集中研修を

修了しそれぞれ 3つのモデル企
業のコンサルティングに参加す

る）。 

活動 1～4に示すように、専門家による集中講義、最低 5
社での企業コンサルティングの OJT によって品質･生産
性分野で C/P 1名、準 C/P 8名、マーケティングと販売
分野で同じく C/P 1名、準 C/P 8名、合計 18名のコンサ
ルタントが育成されている。これら 18名に対して、プロ
ジェクト終了までに認定試験と面接試験によって最終判

定が行われる予定である。 
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その他の活動 
活動 3-1）セミナーを実施する。 アスンシオンにおいて 17 回、地方において 3 回、合計

20回のセミナーが実施された。セミナーの実施内容は別
表３のとおりである。 
なお、PDMの活動には規定されていないが、この期間中
に CEPPROCAL 本体によって行われた研修およびセミ
ナーの実績も参考表に示した。 

活動 4-1）合同調整委員会の会
議を開催する。 
 

合同調整委員会は 2007年 6、12月、2008年の 6、12月、
2009年 6月の合計 5回実施された。第 6回は 2010年 2
月に開催される予定である。 

 
 
別表１ コンサルタント育成のための研修実績 
(1) 品質･生産性分野での長期専門家による集中講義 

テーマ 講師 時間数 受講者数 実施時期 

1. 序論 土屋 3 30 2007年 4月
2. 品質管理 E. Gonzalez ＊ 16 30 5月
3. 作業管理 O. Larre ＊ 16 30 5月
4. 原価管理 土屋 12 30 6月
5. TQM, TPM, JIT 土屋 9 28 6月
6. 5S, KAIZEN 土屋 6 28 6月
7. 品質･生産性コンサルティング 土屋 6 28 6月

合計  68  

修了証授与者数：27 
＊ 前プロジェクトでの準 C/Pで、本プロジェクトではインストラクターとし活動した｡ 

 
(2) 品質･生産性分野での短期専門家による集中講義 

テーマ 講師 時間数 受講者数 実施時期 

1. 工程管理 本田 15 27 2007年 8月
2. 食品工業管理 植田 15 47 2008年 7月
3. 在庫管理 C. Hayek 15 33 2008年 7月
4. 工業原価 C. Hayek 12 50 2009年 8月
5. ロジスティクス P. Doregger 15 45 2009年 10月
6. 生産計画と工程管理 P. Doregger 12 68 2009年 10月

合計  84  

 



 

 －33－ 

(3) マーケティング･販売分野での長期専門家による集中講義 

テーマ 講師 時間数 受講者数 実施時期 

1. マーケティング序論 中嶋 6 25 2007年 7月
2. マーケティング分析の手法 中嶋 6 25 7月
3. マーケティング･ミックス 中嶋 24 25 7、8月
4. 購買、販売および在庫管理 中嶋 1.5 25 8月
5. 消費者行動分析とマーケティング 中嶋 4.5 25 8月
6. 顧客管理 中嶋 4.5 25 8月
7. 企業課地主義のマーケティング 中嶋 3 25 8月
8. マーケティング･コンサルティング 中嶋 4.5 25 8月

合計  54  

 
(4) マーケティング･販売分野での短期専門家による集中講義 

テーマ 講師 時間数 受講者数 実施時期 

1. 顧客満足 山本 15 29 2008年 2月
2. 市場調査 山本 15 28 3月
3. 電子商取引 市川 9 20 6月
4. 企業管理 山長 21 38 10月

合計  60  

 
 
別表２ コンサルティングモデル企業 
(1) 品質･生産性分野 

期 企業名 業種 従業員数 実施期間 

Plasticos プラスチック管 123 5ヵ月 
Brillo y Aroma* 業務用洗剤 7 4 
Masterlat 業務用ゴム製品 35 5 

Ⅰ 
(2007.7-12) 

MAASA* 殺虫剤、洗剤 80 7 
Agrofield 防虫剤、園芸用品 97 4 
Resplandor* 家庭用洗剤 25 4 
SALEMMA* 既製服 140 8 

Ⅱ 
(2008.1-6) 

La Moderna Confecciones* 既製服 100 8 
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Metalurgica Fernandez オートバイ組立 75 4 
Espuma Asuncion* マットレス製造販売 34 7 

Ⅲ 
(2008.1-12) 

Las Tierras 建築用鉄筋 20 7 
AGZ グラフィック印刷 195 4 
Tenondete* 印刷 25 4 

Ⅳ 
(2009.1-6) 

Amandau アイスクリーム 70 5 
Astillero Chaco 造船 120 6 
KOALA* マットレス製造販売 50  

Ⅴ 
(2009.7-12) 

Viscount プラスチックボトル 60  
  *は両分野でコンサルティングを実施した企業 

 
(2) マーケティング･販売分野 

期 企業名 業種 従業員数 実施期間 

MAASA* 殺虫剤、洗剤 80 7ヵ月 
Brillo y Aroma* 業務用洗剤 7 6 
ACHON 家具  9 

Ⅰ 
(2007.7-12) 

Resplandor* 家庭用洗剤 25 7 
Don Mario パン  5 
La Moderna Confecciones* 既製服 100 5 
Ediciones Imperial 印刷  7 

Ⅱ 
(2008.1-6) 

Copel Papeleria 紙卸売 233 5 
Adobel 既製服  5 
Agua y Tecnologia 浄水器輸入販売  5 

Ⅲ 
(2008.1-12) 

Espuma Asuncion* マットレス製造販売 34 4 
Fonoluz 電材卸･販売  5 
Arcondo 業務用換気扇   

Ⅳ 
(2009.1-6) 

Fundaicion Indutrial 零細企業金融   
Amandau アイスクリーム 70  
KOALA* マットレス製造販売 50  

Ⅴ 
(2009.7-12) 

Lobi* 既製服 35  
*は両分野でコンサルティングを実施した企業 
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別表３ セミナーの実施状況 

テーマ 講師 
受講

者数
日時 開催場所 

ムダとり 本田 100 2007.8.23 UIP Sacramento 
5S 土屋 137 2007.9.27 UIP Sacramento 
顧客満足 山本 95 2008.3.14 UIP Sacramento 
顧客満足 山本 169 2008.3.19 Copalsa 社対象 
電子商取引 市川 45 2008.6.11 UIP Sacramento 
食品工業品質管理 植田 40 2008.7.24 UIP Sacramento 
プロジェクト紹介 土屋/中嶋 40  商工省 
チーム活動による組織強化 高橋 66 2008.9.18 UIP Sacramento 
5S 土屋 100 2008.10.17 Coop San Cristobal
企業管理 山長 26 2008.10.22 UIP Cerro Cora 
生産性 
マーケティング 

土屋/L. Fernandez 
中嶋/C. Farina 

30 2007．11．8 商工省 

生産性、日本の中小企業 
マーケティング 

土屋/L. Fernandez 
中嶋/C. Farina 

80 2009．4．14 Concepcion 
商工会議所 

中小企業生産性向上のた

めの組織強化 
Raul Castano 30 2009．4.12 UIP Cerro Cora 

パラグアイ中小企業の経

済危機への対応 
中嶋/C. Farina 300 2009．5．22 カトリック大学 

Concepcion校 
在庫管理 Carlos Hayek 30 2009．8．6 UIP Cerro Cora 
いかに存続可能な組織の

意識を高め、成長させる

か 

高橋 69 2009．8．19 UIP Sacramento 

生産性、日本の中小企業 
マーケティング 

土屋/L. Fernandez 
中嶋/C. Farina 

37 2009．8．28 UIP Villarica 支
部 

日本における 5S実施 Myriam Lezcano 60 2009．9．10 EXPO特設会場 
生産性 
マーケティング 

土屋/L. Fernandez 
中嶋/C. Farina 

30 2009．9．22 UNA 

ロジスティクス Pablo Doregger  2009.10.21 UIP Cerro Cora 
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参考表 CEPPROCALの実施した研修およびセミナー 

種類   数 2007年 2008年 2009年* 合計 

回数 79 133 93 305
公開研修 

参加者 1,705 3,034 1,499 6,238
回数 14 19 20 53

社内研修 
参加者 282 509 435 1,226
回数 6 13 5 24

公開セミナー 
参加者 105 510 166 781
回数 2 10 9 21

社内セミナー 
参加者 63 365 237 665

研修･セミナー回数合計 101 175 127 403
参加者数合計 2,155 4,418 2,337 8,910
参加者満足度 85% 84% 83% 84%
参加企業数 332 306 183 821
参加企業中の新規企業数 ― 208 125 

*) 2009年は 10月まで 
 



パラグアイ品質生産性センター強化計画

平成19年度機材供与リスト

No
.
年
度
購入月
日 機材名 メーカー、モデル等

金額
（Gs.）
単価

金額
（US$）

数
量

合計
（US$）

換算
レー
ト

価格(Gs.)

1 2007 3/22/07 コピー機（ソーター付き） Canon IR3045 con ADF y Finisher(Sorter) 7,770.00 1 7,770.00 4,950 38,461,500

2 2007 3/22/07 コピー機 Canon IR2016 1,435.00 3 4,305.00 4,950 21,309,750

3 2007 3/21/07 パソコン及びソフト（ディスク
トップ型）

PC HP Compaq DC5100,software Office
2007 1,290.00 12 15,480.00 4,950 76,626,000

4 2007 3/21/07 パソコン及びソフト（ノートブッ
ク型）

HP Notebook NX-6230, software Office
2007 1,620.00 8 12,960.00 4,950 64,152,000

5 2007 3/21/07 パソコン及びソフト（ノートブッ
ク型）

HP Notebook NX-6230,software Office
2007 2,430.00 4 9,720.00 4,950 48,114,000

6 2007 4/13/07 プロジェクター（大） INTL Powerlight 76C, Luminosidad 2000 810.00 2 1,620.00 4,856 7,866,720

7 2007 3/27/07 プロジェクター Epson Powerlight S4 Luminosidad 1800 710.00 4 2,840.00 4,950 14,058,000

8 2007 3/27/07 スクリーン（移動式） con Trípode de 1.8m×1.8m 225.00 2 450.00 4,950 2,227,500

9 2007 3/27/07 スクリーン（固定） con Trípode de 1.8m×1.8m 150.00 1 150.00 4,950 742,500

10 2007 3/13/07 ホワイトボード （1m×1.5m） 1 472,000

11 2007 3/13/07 ホワイトボード（大） （1m×2m） 5 2,710,000

12 2007 3/21/07 インクジェットプリンター HP-D1360 43.00 5 215.00 4,950 1,064,250

13 2007 3/21/07 レーザープリンター HP-1320 440.00 3 1,320.00 4,950 6,534,000

14 2007 6/29/07 ポータブルプリンター HP Deskjet 460cb 310.00 2 620.00 4,948 3,067,760

15 2007 3/29/07 パソコンソフト MS Project Estandar          Ver.español. 455.00 13 5,915.00 4,950 29,279,250

16 2007 車輌 NISSAN PATROL 36,000.00 1 36,000.00 5,018 180,648,000

497,333,230合計

４
．
供
与
機
材
リ
ス
ト
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パラグアイ品質生産性センター強化計画

平成20年度機材供与リスト

No
.
年
度
購入月
日 機材名 メーカー、モデル等

金額
（Gs.）
単価

金額
（US$）
単価

数
量

合計
（US$）

換算
レー
ト

価格(Gs.)

1 2008 1/21/09 パソコン及びソフト（ノートブッ
ク型）

DELL VOSTRO 1510,Office Profesional
2007,Norton Antivirus 2009 1,510.00 6 9,060.00 4,890 44,303,400

2 2008 1/21/09 プロジェクター BENQ MP622c 810.00 2 1,620.00 4,890 7,921,800

3 2008 1/21/09 レーザープリンター HP COLOR LASERJET CP3505N 1,136.00 1 1,136.00 4,890 5,555,040

4 2008 1/29/09 紙ばさみ付き三脚 Papelografo con tripode, 0.85×1.20 420,000 ー 4 ー 1,680,000

5 2008 1/30/09 ビデオカメラ Panasonic VDR-D50PL-S 378.00 1 378.00 4,890 1,848,420

6 2008 2/2/09 電動白板 Panasonic Pizarra Electronica UB-5315 1,517.00 3 4,551.00 5,030 22,891,530

84,200,190合計

－
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パラグアイ品質生産性センター強化計画

平成21年度機材供与リスト

No
.
年
度
購入月
日 機材名 メーカー、モデル等

金額
（Gs.）
単価

金額
（US$）
単価

数
量

合計
（US$）

換算
レー
ト

価格(Gs.)

1 2009 7/22/09 書籍 Gestion de Producción, empresarial 他 193 0.00 4,890 21,290,000

2 2009 6/22/09 ビデオカメラ Panasonic vdrd50 pls 1 0.00 4,890 1,550,000

22,840,000合計

－
39－
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６．CEPPROCAL人員リスト 

CEPPROCAL 人員リスト 

 

ゼネラルプロジェクトマネ－ジャ－ 

・Luis Tavella  

生年・学歴 1957 年生、アスンシオン大学建築学部卒 

  現職  パラグアイ工業連盟企業サービス担当副総裁 

 

プロジェクトマネ－ジャ－ 

・Oscar Ruis 

生年・学歴 1950 年生、アスンシオン大学経営学部卒、 

アメリカ国際経営大学院卒 

 現職  CEPPROCAL マネージャ－ 

 

カウンタ－パ－ト 

1. Jacqueline Heilbrunn (組織強化分野) 

生年・学歴 1968 年生、アスンシオン自治大学卒 

  現職  UIP 組合担当マネ－ジャ－ 

2. Lorena Fernández (品質・生産性分野) 

生年・学歴 1975 年生、アスンシオン大学経済学部卒 

現職  CEPPROCAL 研修担当マネジャ－ 

3. Carlos Fariña (マ－ケティング・販売分野) 

生年・学歴 1971 年生、アスンシオン大学経済学部卒 

  現職  CEPPROCAL コンサルティング担当マネジャ－ 

 

事務職員 

 1. Christian Gamara 

  生年・学歴 1976 年生、サンロレンソ大学教育学部在学中 

  現職  オペレ－ション・チ－フ 

 2. Aldo Zarza 

  生年・学歴 1970 年生、通関専門学校卒 

  現職  オペレ－ション・スタッフ 

 3. Francisco Halley 

  生年・学歴 1987 年生、高校卒 

  現職  オペレ－ション・スタッフ 

 4. Dionicio Ayala 

  生年・学歴 1990 年生、パラグアイ・コロンビア大学在学中 

  現職  オペレ－ション・スタッフ 
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5. Eliana Ruiz 

  生年・学歴 1978 年生、高校卒 

  現職  研修およびコンサルティング・スタッフ 

6. Cecilia Leguizamon 

  生年・学歴 1965 年生、サンロレンソ大学教育学部在学中 

  現職  研修・スタッフ 

7. Leticia Acosta  

 生年・学歴 1987 年生、サンロレンソ大学教育学部在学中 

 現職  研修・スタッフ 

 

CEPPROCAL 職員合計 12 名 

 

  

準カウンタ－パ－ト(品質・生産性分野)  

 1. Sara Acosta   

生年・学歴 1973 年生、アスンシオン大学経済学部卒 

現職  コンサルタント 

 2. Marlene Benítez 

生年・学歴 1972 年生、アスンシオン大学経済学部卒 

現職  清掃会社部長 

 3. Sandra Rufinelli 

生年・学歴 1969 年生、カトリック大学理工学部卒 

現職  SNPP 職員 

 4. Myriam Lezcano 

生年・学歴 1971 年生、アスンシオン大学工学部卒 

現職  食品会社品質管理担当 

 5. Naida Godoy 

生年・学歴 1979 年生、アスンシオン大学工学部卒 

現職  コンサルタント 

 6. Mónica Acevedo 

生年・学歴 1979 年生、アスンシオン大学理学部卒 

現職  なし 

 7. Enrique Cantero 

生年・学歴 1965 年生、カトリック大学経済学部卒 

現職  アスンシオン市役所 
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8. Horacio Feliciángeli 

生年・学歴 1937 年生、アスンシオン大学工学部卒 

  ブエノスアイレス大学自然科学部卒 

現職  大学講師、コンサルタント 

 

準カウンタ－パ－ト(マ－ケティング・販売分野)  

 1. Rafael Morales  

生年・学歴 1979 年生、アメリカ－ナ大学経営学部卒 

現職  国立開発銀行 

 2. Fátima Morinigo 

生年・学歴 1972 年生、アスンシオン大学商学部卒 

現職  民間企業 

 3. Lilian Bernal 

生年・学歴 1972 年生、ノルテ大学経営学部卒 

現職  コンサルタント 

 4. Antonio Bobadilla   

生年・学歴 1975 年生、高校卒 

現職  会社経営 

 5. Gabriel Meza 

生年・学歴 1978 年生、パラグアイ・コロンビア大学卒 

現職  国立開発銀行 

 6. Viviana Saldívar   

生年・学歴 1984 年生、カトリック大学商学部在学中 

現職  なし 

 7. María Espínola 

生年・学歴 1979 年生、アスンシオン大学理学部卒 

現職  民間企業 

 8. Luis Ruiz 

生年・学歴 1971 年生、アスンシオン大学経済部卒 

現職  民間銀行 

 

コンサルティング・インストラクタ- 

1. Estela González (品質・生産性分野) 

  生年・学歴 1959 年生、アスンシオン大学工学部卒 

現職  大学講師、コンサルタント 

 2. Olinda Larré (品質・生産性分野) 

  生年・学歴 1959 年生、アスンシオン大学工学部卒 

  現職  コンサルタント 



 

 －44－ 

７．商工省人員リスト 

商工省人員リスト 

 

プロジェクトダイレクタ－ 

Jonny Ojeda   （工業次官、2007.1-2007.9） 

Aníbal Giménez   （工業次官、2007.10-2008.3） 

Jonny Ojeda   （工業次官、2008.4-2008.8） 

Gerardo von Glasenapp  （工業次官、2008.8-2008.10） 

Walter Bogarín   （工業次官、2008.11-2009.5） 

José Vargas   （工業次官、2009.5-2009.9) 

Salvador Invernizzi  （工業次官、2009.10-    ） 

 

プロジェクトコーディネ－タ－  

Aníbal Goménez    （工業次官官房、2007.1-2007.9） 

Leopoldo Ostertag  （零細企業支援センタ-部長、2007.10-2008.3） 

  Ada Lezcano   （産業政策局,メルコス-ル担当、2008.4-2009.5） 

  Aníbal Giménez  (商工大臣官房、2009.6-) 

 



2007 2008 2009
DIARIOS　新聞

5 15 11

REVISTAS　雑誌
3 2 5

BOLETIN　メールでの通知
4 9 8

TELEVISION　テレビ出演
1 30 (Encarnación)

2 (Asunción) 1 (Asunción)

PROMOCIONAR EL SERVICIO DE ASISTENCIA TECNICA 

Administrator
８．広報宣伝
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ACUERDO PRIVADO 

Entre la Unión Industrial Paraguaya (UIP), con domicilio en Cerro Corá 1.038 casi E.E.U.U. 
representado por el Arq. Luis Rodolfo Tavella, C.I. 394 864 en su carácter de Vice Presidente del 
Área de Servicios Generales, respectivamente, en adelante UIP, por una parte, y por la otra, la 
Lic. Lilian Bernal Alfonzo, con C.I. Nº 840.477, domiciliado en la calle Torreani Viera Nº 1.771, 
de la Ciudad de Asunción, en adelante denominado El Contraparte Parcial, convienen en celebrar 
este Acuerdo Privado, sujeto a las siguientes declaraciones y estipulaciones:  

Primera: El objeto de este instrumento es fijar los términos y condiciones de acuerdo por el que 
El Contraparte Parcial participará como consultor en proceso de formación bajo la tutoría de los 
expertos de la JICA, con la metodología de Entrenamiento dentro del trabajo (OJT), cuyo objetivo es 
la transferencia de conocimientos por parte de los Expertos. 

Segunda: Durante el periodo de realización del Proyecto “Fortalecimiento del Centro Paraguayo de 
Productividad y Calidad”, los expertos ofrecerán a los Contrapartes Parciales entrenamiento personalizado y 
capacitación teórico-práctica en temas relacionados con el área de Marketing y Ventas estipulados en este 
proyecto.  

Tercera: El Contraparte Parcial sólo podrá brindar servicios de capacitación y/o consultoría en 
forma independiente, en los temas distintos a los desarrollados en este Proyecto y a personas 
Físicas o Jurídicas distintas a las indicadas por este proyecto y por la UIP, cuando dichos 
servicios adicionales no utilicen el nombre, los materiales y los contenidos recibidos en este 
Proyecto, o cuando los mismos no interfieran, limiten o impidan el desarrollo y realización de los 
cursos de capacitación y consultoría comprometidas con este proyecto y con la UIP. 

Cuarta: El Contraparte Parcial debe asumir los gastos personales tales como alimentación, 
transporte u otras erogaciones personales que surgieran en el lapso de tiempo de desarrollo del 
proceso de formación con la metodología de Entrenamiento dentro del Trabajo (OJT). 

Quinta: El Contraparte Parcial se compromete a no hacer público, en ninguna hipótesis, las 
informaciones operaciones o comerciales consideradas confidenciales, de propiedad de la 
empresa en la que realizará el “Entrenamiento dentro del Trabajo” (OJT). Se adjunta al presente 
contrato el anexo 1 relativo al Código de Ética. 

Sexta: El incumplimiento por parte de El Contraparte Parcial de cualesquiera de las cláusulas y 
condiciones de éste acuerdo autorizará a la UIP a exigir el cumplimiento del contrato sin más 
trámites, o a dar por rescindido el mismo, en ambos casos con los daños y perjuicios 
correspondientes, y a ejercer las demás facultades que le acuerdan este contrato o la ley. 

Séptima: Queda prohibido al Contraparte Parcial ceder total o parcialmente los derechos u 
obligaciones emergentes de este acuerdo. 

Octava: El presente instrumento tendrá una vigencia de tres años a partir de la fecha que consta 
al pie de este acuerdo. 

Novena: El Contraparte Parcial se compromete a tratar el contenido de este instrumento de 
forma confidencial y no revelar a terceros cualquier información recibida en virtud de este 
acuerdo, así como de los demás asuntos que guarden relación con los propósitos de este 
instrumento, antes, durante y/o después de la finalización de la vinculación contractual 
mantenida.  

12．コンサルタント契約書 
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Décima: Para todos los efectos derivados de este contrato, notificaciones, citaciones y 
diligencias judiciales o extrajudiciales, las partes constituyen domicilio especial en los lugares 
indicados en el encabezamiento, domicilios que se considerarán válidos para todos los actos 
jurídicos y administrativos emergentes de la ejecución y cumplimiento de este contrato, salvo 
que por escrito y en forma expresa posteriormente fueren cambiados.  

Toda cuestión judicial será sometida a la jurisdicción de los tribunales ordinarios de la ciudad de 
Asunción, con exclusión de cualquier otro fuero o jurisdicción que pudiere corresponder. 

En prueba de conformidad y aceptación suscriben las partes el presente acuerdo en dos 
ejemplares de un mismo tenor y a un solo efecto, en la ciudad de Asunción, a los quince días del 
mes de setiembre del año dos mil siete. 

 

          

Lic. Lilian Bernal Alfonzo 
 Contraparte Parcial 

 

 Arq. Luis Tavella 
Vice Presidente  

Área de Servicios Empresariales 
UIP 
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商工省と UIPの協定 
概要 
 
第 1条： 
協定の目的は企業の競争力向上とする。このため、CEPPROCAL が提供するサービスと
MIC が実施する零細中小企業競争力強化支援策として実施する PAIM-FOCEM 及び

REDIEXの連携を図るものとする。 
CEPPROCALについては、生産性及びマーケッティング分野を主体とし、サービス提供機
関としての強化を図るものとする。 
 
第 2条： 
MIC は CEPPROCAL が提供するサービスの広報及び促進を行い、企業が CEPPROCAL
のサービスを調達できるよう、事業との連携を図る。 
 
REDIEX、PAIM－FOCEMは CEPPRCOALに対し零細中小企業への研修、技術支援及び
コンサルティングサービスの供給者として入札に参加する条件等の情報を提供する。 
 
CEPPROCALは対象者、零細企業、輸出中小企業にとって適切な研修、技術支援、コンサ
ルティング商品を企画及び開発する。 
 
この提携の実務担当として、REDIEXの所長及び事業の担当者を任命する。 
 
第３条 
協定は相互の承認によって改訂が可能なものとする。齟齬については、友好的な形で解決

をはかるものとする。 
 
第４条 
本提携は、  年   月 日から    年  月  日までとするが、1か月の事前通達を条件として、
この契約を根拠無く一方的に破棄できるものとする。破棄による賠償責任は問えないもの

とする。 
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CONVENIO DE COOPERACION ENTRE EL MINISTERIO DE INDUSTRIA Y COMERCIO Y EL 
CENTRO PARAGUAYO DE PRODUCTIVIDAD Y CALIDAD. 

 
En la ciudad de Asunción, Republica del Paraguay, a los xx días del mes de xx del año dos mil 
nueve, el Ministerio de Industria y Comercio (MIC), con domicilio en Mcal. López Nº.3.333 e/ Dr. 
Weiss, de la ciudad de Asunción, representado en este acto por Don FRANCISCO RIVAS 
ALMADA, en su carácter de Ministro y el Centro Paraguayo de Productividad y Calidad 
(CEPPROCAL) de la Unión Industrial Paraguaya (UIP), con domicilio en Cerro Corá, 1038 c/ 
EE.UU. de la ciudad de Asunción; representado en este acto por Don GUSTAVO VOLPE, en su 
carácter de Presidente; se reúnen para celebrar el presente Convenio de Cooperación, por el cual 
se establecen acciones conjuntas para asistir a las Micro, Pequeñas y Medianas Empresas con el 
fin de contribuir en la competitividad de las mismas. 
 
Considerando:  
Que el MIC, tiene como misión liderar el proceso de desarrollo sostenible; formulando y aplicando 
políticas orientadas al fortalecimiento de las empresas de los  sectores industrial, comercial y de 
servicios buscando la equidad social. Propiciando la transformación económica del país, 
apoyando las micro y pequeñas empresas, la formalización de la economía, el medio ambiente y 
la responsabilidad social a fin de armonizar los intereses de los diferentes sectores productivos, 
facilitando la distribución, circulación y consumo de los bienes de origen nacional y promoviendo el 
comercio interno y externo, en un marco de libre competencia cuando sea posible e interviniendo 
cuando se produzcan fallas de mercado, fomentando las prácticas leales de comercio y velando 
por la defensa de los derechos del consumidor y la propiedad intelectual. 
 
Que para cumplir con su misión, ejecuta acciones a través de programas y proyectos como el 
Programa de Apoyo Integral a las Microempresas, financiado con recursos del Fondo de 
Convergencia Estructural del MERCOSUR y de Aporte Local, PAIM - FOCEM que tiene como 
propósito apoyar a los microempresarios y emprendedores, en servicios de consultoría o 
asistencia técnica para mejorar la calidad de sus productos o servicios e incrementar sus ventas y 
ganancias, mejorar la competitividad de las microempresas para contribuir al desarrollo socio-
económico de la República del Paraguay y la Dirección Nacional de la Red de Inversiones y 
Exportaciones REDIEX que ha puesto en marcha el Plan Nacional de Exportación, cuyo objetivo 
es promover las exportaciones, la internalización de las empresas paraguayas y la captación de 
inversión extranjera directa, de alto impacto económico y social para el país. 
 
Y que el Centro Paraguayo de Productividad y Calidad (CEPPROCAL), nace de una iniciativa 
público – privada con el apoyo de la Agencia de Cooperación Internacional del Japón (JICA), 
cuya misión es el de aumentar la competitividad de las empresas paraguayas mediante la 
implementación de programas de productividad y calidad a través de la capacitación y la 
consultoría empresarial, resuelven suscribir el presente Convenio que se regirá por las siguientes 
cláusulas: 
 
CLAUSULA PRIMERA: OBJETO DEL CONVENIO 
 
El presente convenio tiene por objeto, mejorar la competitividad de las empresas a través de una 
alianza estratégica, articulando los servicios prestados por el CEPPROCAL con los programas 
implementados por el MIC en el marco del apoyo a la competitividad de las MiPyMEs, con el PAIM 
– FOCEM y REDIEX. 
 
Fortalecer la capacidad de CEPPROCAL como proveedor de Servicios de Desarrollo Empresarial 
(SDE) a las empresas que demanden asistencia, con énfasis en las áreas de Productividad y 
Calidad, Marketing y Ventas. 
 
CLAUSULA SEGUNDA: COMPROMISOS DE LAS PARTES 
 
El MIC divulgará y promoverá los servicios prestados por el CEPPROCAL en la comunidad 
empresarial y articulará con los programas que ejecuta el acceso a los empresarios de los 
servicios del CEPPROCAL. 
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REDIEX y el PAIM – FOCEM conforme a sus normativas, proporcionará y facilitará información 
sobre las condiciones para participar como oferente de servicios de capacitación, asistencia 
técnica y consultoría para MiPyMEs. 

 
El CEPPROCAL diseñará / ajustará / preparará / presentará productos orientados a la 
capacitación, asistencia técnica y consultorías específicas conforme al grupo meta, micro 
empresas y PyMEs exportadoras. 

 

Para su implementación, serán responsables el Director General de REDIEX y los Coordinadores 
de los programas respectivos, siendo los mismos encargados de impulsar los objetivos trazados 
en el presente Convenio. 
 
CLAUSULA TERCERA: MODIFICACIÓN DEL CONVENIO 
 
Los términos del presente Convenio podrán ser modificados en forma parcial previo acuerdo 
expreso entre las partes. Las partes se comprometen a resolver directa y amistosamente entre 
ellas, las diferencias que pudieran surgir en el planeamiento y ejecución de los trabajos 
programados. 
 
CLAUSULA CUARTA: VIGENCIA Y RESCICIÓN DEL CONVENIO 
 
La vigencia del presente Convenio será hasta el xx de xx del año xxx, considerando la finalización 
de los Proyectos y/o Programas involucrados. Cualquiera de las partes podrá rescindir sin 
justificación de causa el presente Convenio en forma unilateral, mediante preaviso a la otra parte 
con una antelación treinta (30) días. Esta rescisión no dará derechos a ninguna de las partes a 
formular reclamos o pedidos de indemnización de ninguna naturaleza. 
 
En prueba de conformidad, se firman dos (2) ejemplares de un mismo tenor y a un solo efecto. 
 
 
 
 
 

 
 

GUSTAVO VOLPE 
Presidente 

Unión Industrial Paraguaya 

 
 

FRANCISCO RIVAS ALMADA 
Ministro de Industria 

Ministerio de Industria y Comercio 
 
 
 

Testigos de Honor 
 
 
 

SEBASTIAN BOGADO 
Director General 

REDIEX 
Ministerio de Industria y Comercio 

 
 
 

JOSE LUIS SALOMON 
Coordinador 

PAIM - FOCEM 
Ministerio de Industria y Comercio 

 
 
 
 
 

HIDEMITSU SAKURAI 
Representante Residente 

Agencia de Cooperación Internacional del Japón 
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14．CEPPROCAL のミッション、ビジョン、価値観 

CEPPROCAL のミッション、ビジョン、価値観 

 

 

 

 

 

 

 

ミッション 

企業研修およびコンサルティングにより 

生産性と品質事業を展開し、 

パラグアイ企業の競争力を高める。 

 

ビジョン 

パラグアイの生産性および品質促進に関 

するリ－ダ－的センタ－となる 

 

価値観 

    ・チ－ムワ－ク 

    ・倫理と道徳 

    ・誠実性 

    ・責任感 

    ・適切なサ－ビス 

    ・連帯精神 

    ・誓約 
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